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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（1）連結経営指標等

回次　 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高          （百万円） 34,006 41,130 36,652 34,966 50,581

経常利益        （百万円） 1,906 1,945 95 500 3,273

当期純利益又は

当期純損失（△）

（百万円）

　
720 909 △172 △15 1,476

包括利益        （百万円） － － － － 1,539

純資産額      （百万円） 8,176 9,143 8,102 11,968 13,823

総資産額        （百万円） 33,478 35,824 33,968 43,624 46,312

１株当たり純資産額 （円） 276.83 279.68 252.97 200.56 223.03

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり

当期純損失金額（△）

（円）　 26.87 31.73 △6.11 △0.33 27.64

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額  
（円） － － － － －

自己資本比率        （％） 23.7 22.4 20.8 24.6 25.7

自己資本利益率      （％） 10.4 11.4 △2.3 △0.2 13.1

株価収益率          （倍） 13.5 6.2 － － 7.1

営業活動による

キャッシュ・フロー 

（百万円）

　
1,240 1,378 △745 3,923 5,698

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,702 △2,171 △2,019 △4,318 △1,711

財務活動による

キャッシュ・フロー 
（百万円） 898 103 5,300 △611 △1,833

現金及び現金同等物の

期末残高        
（百万円） 2,948 2,327 4,852 3,904 6,046

従業員数　　　　　　　　 （人）

〔外、平均臨時雇用人員〕　　
732 793 811

1,235

　〔174〕　

1,458

　〔156〕　

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第108期及び第109期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 
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（2）提出会社の経営指標等

回次　 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期
決算年月 平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月

売上高          （百万円） 26,481 22,625 19,260 16,176 18,893

経常利益        （百万円） 1,292 1,279 50 209 1,181

当期純利益又は

当期純損失（△）

（百万円）

　
412 677 △157 117 702

資本金          （百万円） 1,900 1,900 1,900 3,634 3,634

発行済株式総数   （千株） 28,666 28,666 28,666 54,166 54,166

純資産額        （百万円） 6,763 6,669 5,799 9,484 10,197

総資産額        （百万円） 26,580 20,860 21,679 27,797 29,370

１株当たり純資産額 （円） 236.04 232.79 207.74 177.57 190.91

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配

当額)     

（円）
4.0

（－）

5.0

(－）

－

（－）

－

（－）

5.0

（－）

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）

（円） 15.37 23.63 △5.60 2.45 13.15

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率        （％） 25.4 32.0 26.8 34.1 34.7

自己資本利益率      （％） 7.0 10.2 △2.5 1.5 7.1

株価収益率          （倍） 23.6 8.4 － 81.7 15.0

配当性向            （％） 26.0 21.2 － － 38.0

従業員数            　   （人）

〔外、平均臨時雇用人員〕　
493 414 414

418

　　　〔38〕　

404

　　　〔40〕　

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第108期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

４．第108期及び第109期の配当性向については、無配のため記載しておりません。
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２【沿革】
年月 沿革

昭和13．５ ピアノ線の国産化を目的として東京都江東区に鈴木金属商工株式会社を設立

15. ８ 商号を鈴木金属工業株式会社と改称

17．８ 東京都北区に稲付工場を新設

18．１ 東京都北区に赤羽工場を新設

21．２ 本社を北区赤羽に移転

30．４ 主に楽器線の販売を目的にピアノ線工業㈱（現連結子会社）設立

30．10 ステンレス鋼線の製造を開始

32．７ 赤羽工場に新工場を増設

32．11 名古屋出張所（現名古屋支店）を開設

36．10 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

36．11 鈴木金属工業㈱の派生品販売を目的に、葡萄鉱山㈱の株式を取得し日東金属㈱に社名変更

37．10 千葉県習志野市に習志野工場を新設

41．10 大阪営業所（現大阪支店）を開設

44．４ 習志野工場にオイルテンパー工場を新設

45．４ 本社を東京都千代田区に移転

50．９ 鈴木金属工業㈱のダイス部門を分離し、東京ダイス工業㈱を設立

53．２ 鈴木金属工業㈱の製品管理部門ならびに構内作業部門を分離し、光陽興産㈱を設立

58．５ 市川製線㈱（現連結子会社）の株式取得

58．８ 赤羽工場を習志野工場に集約、生産設備を拡充

平成５．３ 北海道室蘭市に㈱ムロランスズキ（現連結子会社）を設立

９．９ 不動産賃貸業の開始

11．７ タカハシスチール㈱（現持分法適用会社）を設立し、資本参加

12．10 西日本ステンレス鋼線㈱（現連結子会社）の株式取得

18．９ 第三者割当による新株発行で資本金を19億円とする 

19．２ ステンレス鋼線事業について、住友電工スチールワイヤー㈱との合弁契約書を締結 

19．４ 鈴木住電ステンレス㈱（現連結子会社）を設立

19．７ 鈴木金属工業㈱のステンレス部門を分離し、鈴木住電ステンレス㈱に承継

鈴木住電ステンレス㈱が、鈴木住電鋼線製品（広州）有限公司（現連結子会社）に出資

20．12

21. ６　

　

21. ６　

　

21. ７　

22．７　

23．３　

スウェーデン王国のHaldex ABとHaldex Garphyttan AB買収に関する株式売買譲渡契約を締結

Haldex Garphyttan ABの株式を取得し、買収を完了。同時に商号をSuzuki Garphyttan AB（現連結

子会社）に変更

新日本製鐵㈱に対しての第３者割当による新株発行で資本金を36億３千４百万円とし、　　　　新日

本製鐵㈱の連結子会社となる　

日東金属㈱が光陽興産㈱と東京ダイス工業㈱を吸収合併し、商号を㈱ＳＫＫテクノロジーに変更　

鈴木住電ステンレス㈱が、鈴木住電鋼線製品（香港）有限公司（現連結子会社）の全株式取得

タイ王国のThai Special Wire Co.,Ltd.（現連結子会社）の株式取得　
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３【事業の内容】

当社グループは鈴木金属工業㈱（以下当社）及び親会社１社、子会社14社、関連会社２社で構成されております。 

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　

（1）特殊鋼線

　主要な事業としては、特殊鋼線材を主要材料として、伸線、鍍金及びより線加工を行い、ピアノ線、鋼線、ステンレ

ス鋼線・その他製品を製造・販売しております。

　製品の主な用途は、内燃機関、建設資材、通信機器、楽器等であります。

　当社、鈴木住電ステンレス㈱、西日本ステンレス鋼線㈱、鈴木住電鋼線製品（広州）有限公司、　　　　　　

鈴木住電鋼線製品（香港）有限公司、㈱ＳＫＫテクノロジー、市川製線㈱、Suzuki Garphyttan AB、　　　　

Suzuki Garphyttan Corp.、鈴木加普騰鋼絲（蘇州）有限公司及びThai Special Wire Co.,Ltd.の11社が製品の製

造・販売に従事しており、鈴木住電ステンレス㈱、㈱ＳＫＫテクノロジー、市川製線㈱は、当社の受託加工も行って

おります。

　新日本製鐵㈱には当社の製品を販売するとともに、同社からは商社経由で原材料を購入しております。

　当社は、鈴木住電ステンレス㈱、ピアノ線工業㈱から原材料を購入しております。

　また、当社は、鈴木住電ステンレス㈱、㈱ムロランスズキから製品を購入し、タカハシスチール㈱(商社経由)

Suzuki Garphyttan AB、Suzuki Garphyttan Corp.、鈴木加普騰鋼絲（蘇州）有限公司、㈱ＳＫＫテクノロジー、ピ

アノ線工業㈱には当社の製品を販売しております。

　㈱ＳＫＫテクノロジーは、当社の生産体制の一部を構成し、構内作業全般を請け負い、生産資材である伸線用ダイ

スを当社及び鈴木住電ステンレス㈱に賃貸しております。

（2）その他

　当社は不動産賃貸業を行っております。

　また、㈱ＳＫＫテクノロジーは飲食業を行っております。
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事業の系統図は次のとおりであります。

　

　　（注）１.鈴木住電鋼線製品（香港）有限公司は当社の連結子会社である鈴木住電ステンレス㈱が平成22年７月１日

             に住電鋼線製品（香港）有限公司の全株式を取得したことにより当社の連結子会社となっております。
                    
          ２.Thai Special Wire Co., Ltd.は平成23年３月１日に同社株式の一部を取得したことにより当社の連結子

会

             社となっております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な事
業の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（親会社）      

新日本製鐵㈱

（注）１

東京都

千代田区

419,524百万円

　

鉄鋼の製造

及び販売

（被所有）

直接　66.6

製品を販売するとともに商社経

由で原材料を購入している。

（連結子会社）      

鈴木住電ステンレス㈱

　（注）２、３

東京都

千代田区
450百万円

鉄鋼二次製

品の製造・

販売

（所有）

直接　60.0

役員の兼任あり。

原材料及び製品を購入している。

中間材の製造を委託している。

設備等の賃貸あり。

銀行借入金の保証を行っている。

西日本ステンレス鋼線㈱
山口県

田布施町
80百万円

鉄鋼二次製

品の製造・

販売

（所有）

間接　85.5
役員の兼任あり。 

鈴木住電鋼線製品 　（広

州）有限公司 

（注）２

中国 

広東省 
900万米ドル

鉄鋼二次製

品の製造・

販売 

（所有） 

間接　72.6

役員の兼任あり。

銀行借入金の保証予約を行って

いる。

鈴木住電鋼線製品　　　

（香港）有限公司　

中国　

香港　
30万米ドル

鉄鋼二次製

品の製造・

販売

（所有）

間接　100.0　
－　

市川製線㈱
東京都

千代田区
90百万円

鉄鋼二次製

品の製造・

販売

（所有）

直接　51.1

酸洗並びに中間材の製造を委託

している。

設備等の賃貸借あり。

ピアノ線工業㈱

（注）５　

東京都

北区
10百万円

鉄鋼二次製

品問屋

（所有）

直接  100.0

製品を販売している。

原材料を購入している。 

Suzuki Garphyttan AB

（注）３　

Garphyttan,

Sweden　

15百万

スウェーデン

・クローナ

鉄鋼二次製

品の製造・

販売　

（所有）

直接  100.0

　　　　　

役員の兼任あり。

債務の保証を行っている。

資金の貸付を行っている。

製品を販売している。　

Suzuki Garphyttan

Corp.　

South Bend,

U.S.A　

15万

米ドル　

鉄鋼二次製

品の製造・

販売

（所有）

間接  100.0

　

製品を販売している。

Suzuki Garphyttan

GmbH　

Dusseldorf,

Germany　

767千

ユーロ　

鉄鋼二次製

品の販売　

（所有）

間接  100.0

　

－

Suzuki Garphyttan

（Hong Kong）Co.,Ltd.

（注）２　

Hong Kong,

China

39百万

香港ドル　
持株会社　

（所有）

間接   93.0

　

－

鈴木加普騰鋼絲　　

（蘇州）有限公司

（注）２、４

中国

江蘇省

34,167千

中国人民元　

鉄鋼二次製

品の製造・

販売　

（所有）

間接  100.0
製品を販売している。

㈱ムロランスズキ
北海道

室蘭市
50百万円 伸線業

（所有）

直接  100.0

製品を購入している。　

資金の貸付を行っている。
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名称 住所 資本金
主要な事
業の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

㈱ＳＫＫテクノロジー

（注）５　

千葉県

習志野市
46百万円

ダイス修理

及び賃貸　

陸運送業　

鋼線のめっ

き加工

飲食業　

（所有）

直接  100.0

製品を販売している。　

ダイスを賃借している。　

構内作業を委託している。　

中間材の製造を委託している。

設備等の賃貸あり。

Thai Special Wire Co.,

Ltd.　

Thailand,

Pathumthani

80,000千

バーツ

鉄鋼二次製

品の製造・

販売　

（所有）

直接   51.0

役員の兼任あり。

製品を販売している。　

（持分法適用関連会社）      

タカハシスチール㈱
東京都

中央区
100百万円

鉄鋼二次製

品問屋

（所有）

直接　 20.0
製品を販売している。 

　（注）１.上記関係会社のうち有価証券報告書を提出している会社は、新日本製鐵㈱であります。　　　　

　　　　２.特定子会社に該当します。　　

　　　　３.Suzuki Garphyttan AB及び鈴木住電ステンレス㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除　　

　　　　　 く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

　　　　　　Suzuki Garphyttan AB

            主要な損益情報等　（１）売上高　　    10,057百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（２）経常利益  　　 1,155百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（３）当期純利益 　　　867百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（４）純資産額 　　　3,062百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（５）総資産額　　　 8,999百万円

        　　鈴木住電ステンレス㈱

　　　　主要な損益情報等　（１）売上高　　　　 8,347百万円

　　　　　　　　　　　　　（２）経常利益　　　   864百万円

　　　　　　　　　　　　　（３）当期純利益　　   527百万円

　　　　　　　　　　　　　（４）純資産額　　　 1,879百万円

　　　　　　　　　　　　　（５）総資産額　　　 5,817百万円

　４.Suzuki Garphyttan（Hong Kong）Co.,Ltd.の100％子会社であります。

　５.㈱ＳＫＫテクノロジーとピアノ線工業㈱は、㈱ＳＫＫテクノロジーを存続会社として、平成23年４月１日付 

     で合併致しました。
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５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

特殊鋼線  1,458（152）

　報告セグメント計　 　 1,458（152）

その他  －（4）

合計  1,458（156）

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

　　　　　 向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員及び嘱託契約の従業員を

           含む。） は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

       ２．従業員数が当連結会計年度において223名増加しましたのは、主に特殊鋼線セグメントにおける関係会社の増

　　　　　 加によるものであります。　

　

（2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

404（40） 35.8 12.6 5,366,513

　

セグメントの名称 従業員数（人）

特殊鋼線  404（40）

　報告セグメント計　 　 404（40）

その他  －（－）

合計  404（40）

 （注）１．平均年間給与は基準外賃金及び賞与を含んでおります。

　　　 ２．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

           用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員及び嘱託契約の従業員を含む。）は、年間の平均人員を

           （　）外数で記載しております。

　

（3）労働組合の状況

（イ）上部団体

　　ＪＡＭ他に加入しております。

（ロ）組合員数

　　平成23年３月31日現在の組合員数は941名であります。

（ハ）組合との関係

　　特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

　当連結会計年度の世界経済は、先進国経済の緩やかな回復と新興国経済の好調に支えられて、堅調に推移しまし 

　た。わが国経済は、第２四半期までは、経済対策の効果や新興国の経済拡大を背景とした輸出の増大などにより、景

　気の持ち直しに向けた動きが続きましたが、第３四半期以降は、大幅な円高の進展と経済支援策の終了に伴う個人消

　費の減少や引き続く公共投資の低迷などにより、弱含みの状況が続きました。

　　特殊鋼線分野におきましては、こうした経済情勢を反映して、主要重要部門である自動車産業関連向けを中心とす

　るばね材は、国内外ともに堅調に推移しましたが、国内向けについては環境対応車への政府支援が平成22年９月末で

　終了したことから、年度後半は微減となりました。建材関連は、公共投資が依然として低調で、引き続き需要が低迷

　しました。ステンレス鋼線関連につきましては、建築関連需要は引き続き低水準であったものの、自動車及び家電・

　ＯＡ関連需要に支えられ、年度を通じて堅調に推移しました。

　　売上高は、海外子会社の売上増加が大きく寄与し、前期比44.7％増（156億１千４百万円増）の505億８千１百万円

　となりました。

　　収益面では、売上高の大幅増加に加え、品種構成の改善やフレキシブルな稼働体制・効率的な生産の推進を図ると

　ともに、修繕費の圧縮・購買費用の抑制・諸経費削減などの収益改善策を講じたことにより、当期経常利益は、前期

　比27億７千３百万円増の32億７千３百万円となりました。当期純利益は、税金費用及び少数株主利益を計上した結

　果、14億７千６百万円（前期は１千５百万円の当期純損失）となりました。

　　単独業績につきましては、売上高は、前期比16.8％増（27億１千７百万円増）の188億９千３百万円となりまし

　た。経常利益は、子会社からの受取配当金等が寄与し、前期比９億７千２百万円増の11億８千１百万円となり、当期

　純利益につきましても、７億２百万円（前期は１億１千７百万円の当期純利益）を計上しました。

　

（2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ21億４千２百万円増加し、60億４千６ 

百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは前期に比べ17億７千４百万円増加し、56億９千８百万円の収入となりました。

これは、主に税金等調整前当期純利益の増加によることと、販売増による売上債権の増加を仕入債務の増加により

賄ったことによるものであります。

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは前期に比べ26億６百万円増加し、17億１千１百万円の支出となりました。これ

は、主に有形固定資産取得等によるものであります。

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは前期に比べ12億２千１百万円減少し、18億３千３百万円の支出となりました。

これは、主に金融機関からの短期・長期の借入れを返済したことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

前年同期比（％）

特殊鋼線（百万円） 46,177 157.4

　報告セグメント計（百万円） 46,177 157.4

その他（百万円） － －

合計（百万円） 46,177 157.4

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（2）受注状況

　当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円）
前年同期比

（％）
受注残高（百万円）

前年同期比

（％）

特殊鋼線（百万円） 53,529 138.8 9,475 154.4

　報告セグメント計（百万円） 53,529 138.8 9,475 154.4

その他（百万円） － － － －

合計（百万円） 53,529 138.8 9,475 154.4

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

前年同期比（％）

特殊鋼線（百万円） 50,429 144.9

　報告セグメント計（百万円） 50,429 144.9

その他（百万円） 151 97.3

合計（百万円） 50,581 144.7

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【対処すべき課題】

　　　　当社グループは、国内における事業基盤の一層の強化を図る一方、アジアをはじめとする新興国の経済成長によ 

　　　る市場拡大を捕捉し、グローバルな事業基盤の成長を視野に入れた経営戦略を構築していきたいと考えておりま

　　　す。こうした戦略に基づき、平成23年度を最終年度とする「中期経営計画」では、「外部環境に左右されない収益

　　　基盤の構築、製造実力向上」、「企業価値の更なる向上を目指した連結経営施策の構築・展開」、「グローバル戦

　　　略の推進」の３つをキーワードに取り組んでまいりました。

      　具体的な事業戦略として、海外市場では、平成21年６月に買収完了したSuzuki Garphyttanグループとの営業・　　　

　　　技術・商品開発・生産連携による弁ばね鋼線のグローバル展開、平成23年３月に連結子会社化いたしましたThai 

    　Special Wire Co.,Ltd.との連携によるアジア市場におけるピアノ線、硬鋼線分野の拡大を図っていきたいと考え

　　　ております。

      　また、国内におきましても、主力の弁ばね鋼線をはじめ、ピアノ線、硬鋼線、PC鋼線、ステンレス鋼線分野での

　　　一層の製品競争力強化により、盤石な収益基盤を構築してまいります。

      　また、これらの戦略を進めると同時に、フロー・ストック両面で強靭な企業体質を構築し、中長期的には連結　

　　　Ｄ/Ｅ0.5未満を目標に、財務体質の強化を図ってまいる所存です。
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４【事業等のリスク】

　　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

　能性のある事項には、以下のようなものがあります。　

　　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（１）為替の変動

当社グループにおける製品の海外売上高比率は39.8％（平成22年度実績）であります。

当社グループは製品等の輸出及び原料等の輸入において外貨建取引を行っていること等により為替相場の変動が

業績に影響を与える可能性があります。

特に、円高が継続する場合には、国内取引先の海外移転による内需の縮小、海外メーカーとの価格競争力低下によ

り、業績に影響を与える可能性があります。

また、海外子会社の財務諸表を連結財務諸表作成のため円換算しておりますが、現地通貨建の項目は換算時の為替

レートにより円換算後の価値が影響をうける可能性があります。

　その他、Suzuki Garphyttan AB に対する貸付金の評価や、Suzuki Garphyttan ABの子会社及びThai Special Wire

Co.,Ltd.に対するのれんの評価において、今後為替の変動が業績に影響を与える可能性があります。

　

（２）原材料価格の変動

　当社グループは主材料である線材の他ニッケル等の副資材を購入しております。線材メーカーなど購入先と価格交

渉にあたるとともに、製品価格の改善などの対策をとっておりますが、原材料の高騰あるいは下落が業績に影響を与

える可能性があります。

　

（３）海外事業におけるリスク

　当社グループは、海外において生産及び販売活動を行っておりますが、海外における政治・経済的混乱、疫病・テロ

といった社会的混乱、法的規制などにより、事業活動が制約される可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　　　　当社グループは特殊鋼線の総合メーカーとして、ユーザーニーズに対応し幅広く新商品開発及び基礎研究を推進

　　　しています。また、当社グループにとって新たな分野・新たな機能を持つワイヤの用途開発を目指し積極的に研

　　　究に取り組んでおります。

　　　　ピアノ線、鋼線分野の研究開発は、当社の研究開発部が中心となり、線材メーカーの新日本製鐵㈱と十分な連携

　　　を取りながら推進しています。また、ステンレス鋼線分野についても、当社子会社の鈴木住電ステンレス㈱が中心

　　　となり、線材メーカーの新日鐵住金ステンレス㈱と十分な連携を取りながら推進しています。

　　　　当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は299百万円であります。

　　　　当連結会計年度における主要研究開発テーマは次のとおりであります。

　　　（１）高強度弁ばね用オイルテンパー線

　　　（２）ばね材料の疲労破壊及び遅れ破壊に関する基礎研究

　　　（３）非破壊探傷技術の応用研究

　　　（４）高強度極細線（ピアノ線、ステンレス線）の用途開発

　　　（５）導電性めっき極細線の開発

　　　（６）コンタクトプローブ用極細線の開発

　　　（７）高強度ステンレス鋼線の用途開発

　　　（８）超耐熱合金の用途開発

　　　　この他、基礎研究、プロセス開発、商品開発、探索研究テーマがあります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（１）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりま

す。重要な会計方針については、本報告書「第一部　企業情報　第５　経理の状況」に記載しております。連結財務諸表

の作成にあたっては、会計上の見積りを行う必要があり、貸倒引当金、退職給付引当金、役員退職慰労引当金等の各引

当金の計上、繰延税金資産の回収可能性の判断等につきましては、過去の実績や他の合理的な方法により見積りを

行っております。

　

（２）当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度の事業の状況は、本報告書「第一部　企業情報　第２事業の状況　１.業績等の概要」に記載のとおり

であります。

　当社グループの当連結会計年度の売上高は505億８千１百万円と前連結会計年度に比べて156億１千４百万円の増収

となり、連結営業利益は対前連結会計年度29億９千１百万円増の32億２千２百万円、連結経常利益は対前連結会計年

度27億７千３百万円増の32億７千３百万円、連結当期純利益は、税金費用および少数株主利益を計上した結果、14億７

千６百万円（前期は１千５百万円の当期純損失）となりました。

　当連結会計年度の連結経常利益は、海外子会社の売上増加が大きく寄与したことや、種々の収益改善策を講じたこと

などから、前連結会計年度に対して増益となりました。

　

（３）経営成績に重要な影響を与える要因について

　平成23年度の世界経済は、前年度同様、堅調に推移するものと思われますが、先進国においては持続的成長と財政 

　再建、新興国においては成長とインフレ抑制のバランスのとれた舵取りが求められます。国内経済は、低成長下で

　の、これまでの主要需要産業の海外シフト・現地調達化の動きや厳しい雇用情勢の継続等に加え、東日本大震災によ

　る経済的損失・電力供給面での制約懸念などの影響により、不透明感が高まっております。さらに、原燃料価格の騰

　勢は今後も継続するとみられることから、当社を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続くものと思われま

　す。

　

（４）経営戦略の現状と見通し

　自動車生産向けを中心とするばね材事業については、世界生産拠点の最大活用のもと、伸長する海外需要を着実に捕

捉しつつ、シェアの維持・拡大に努めるとともに、建材関連事業については、厳しい市場環境のもと、高付加価値製品

へのシフトによる数量確保と収益力向上を推進し、ステンレス鋼線事業についても、拡大する需要を確実に捕捉し、価

格変動への適切な対応を図るなど、着実な利益確保に取り組んでまいります。

　

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析　

  当社グループの資金状況は、本報告書「第一部　企業情報　第２事業の状況　１.業績等の概要」に記載のとおり

であります。

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は60億４千６百万円となり、前連結会計年度末に比べ21億４

千２百万円増加いたしました。営業活動によるキャッシュフローでは、前期に比べ17億７千４百万円増加し、56億９千

８百万円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ26億６百万円増加し、17億１千１百

万円の支出となりました。 財務活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ12億２千１百万円減少し、18億３千３

百万円の支出となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

  当連結会計年度における特殊鋼線事業の設備投資は、能力維持・補修、生産対応等を目的に1,245百万円の投資を 

実施しております。

　投資の主な内容は、細径ステンレス線の製造対策、在外子会社における弁ばね用オイルテンパー線の生産能力増強、

老朽設備の更新等であります。

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

（1）提出会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び　
構築物
(百万円)

機械装置及
び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

　
リース資産
(百万円) 
 

その他
(百万円)

合計
(百万円)

習志野工場

（千葉県習志野市）

特殊鋼線・ 

その他

鉄鋼二次

製品の製

造設備

1,989 2,014
1,881

(180,186)
－ 55 5,941 366

本社

（東京都千代田区）
特殊鋼線

販売業務

施設
30 － － － 10 40 31

名古屋支店

（名古屋市中村区）
特殊鋼線

販売業務

施設
0 2 － － 0 3 5

その他 特殊鋼線

販売業務

施設

福利厚生

施設

111 －
29

(8,250)
－ 0 140 2

 

EDINET提出書類

鈴木金属工業株式会社(E01286)

有価証券報告書

 15/109



（2）国内子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年３月31日現在

会社名 
事業所名
(所在地)

セグメ
ントの
名称

設備の
内容

帳簿価額
従業員
数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置及
び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

　
リース資産
(百万円) 
 

その他
(百万円)

合計
(百万円)

鈴木住電ステン

レス㈱

習志野工場

(千葉県習志

野市)

特殊鋼

線

鉄鋼二次

製品の製

造設備

118 361 － 5 19 504 90

西日本ステンレ

ス鋼線㈱

本社・工場

(山口県田布

施町)

特殊鋼

線

鉄鋼二次

製品の製

造設備

118 326
242

(27,625)
－ 15 703 55

市川製線㈱

本社・工場

(千葉県習志

野市)

特殊鋼

線

鉄鋼二次

製品の製

造設備

41 175 － 1 15 234 52

ピアノ線工業㈱
本社・倉庫

(東京都北区)

特殊鋼

線

鉄鋼二次

製品の販

売設備

16 0
37

(312)
－ 1 55 8

㈱ムロランスズ

キ

本社・工場

(北海道室蘭

市)

特殊鋼

線

鉄鋼二次

製品の製

造設備

104 294 － － 4 403 27

㈱ＳＫＫテクノ

ロジー

本社(千葉県

習志野市)

特殊鋼

線

・その

他

鉄鋼二次

製品の加

工、陸運

送、構内

作業、及

びダイス

の製造・

修理設備

6 45
8

(2,129)　
1 4 67 72

　

（3）在外子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年３月31日現在　

会社名 
事業所名
(所在地)

セグメ
ントの
名称

設備の
内容

帳簿価額
従業員
数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置及
び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

　
リース資産
(百万円) 
 

その他
(百万円)

合計
(百万円)

鈴木住電鋼線　製

品（広州）　　有

限公司 

本社・工場 

(中国広東

省） 

特殊鋼

線

鉄鋼二次

製品の製

造設備 

364 459 － － 46 870 104

Suzuki

Garphyttan AB　

本社・工場

(Garphyttan,

Sweden)　

特殊鋼

線

鉄鋼二次

製品の製

造設備

159 1,558
1

(404,726)
－ 52 1,772 340

Suzuki

Garphyttan

Corp.　

本社・工場

(South Bend,
U.S.A)　

特殊鋼

線

鉄鋼二次

製品の製

造設備

－ 894 － － 7 901 67

Suzuki

Garphyttan

GmbH　

本社

(Dusseldorf,

Germany)　

特殊鋼

線

鉄鋼二次

製品の販

売設備　

－　 －　 －　 －　 2　 2　 9　

鈴木加普騰鋼絲

（蘇州）

有限公司　

本社・工場

(中国　　　江蘇

省)　

特殊鋼

線　

鉄鋼二次

製品の製

造設備

－　 872　 －　 －　 43　 915　 55　

Thai Special

Wire Co.,Ltd.　

本社・工場

(Pathumthani,

Thailand)　

特殊鋼

線

鉄鋼二次

製品の製

造設備

77　 61　
197

(73,772)　
2　 16　 356　 175　

　（注）１．帳簿価額のうち、「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．提出会社の習志野工場には、㈱デリカシェフに貸与中の建物及び構築物461百万円、土地23百万円（13,252

㎡）を含んでおります。
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３．㈱ムロランスズキは、連結会社以外のものから土地、建物及び機械装置を賃借しており、年間賃借料は30百万

円であります。

４．Suzuki Garphyttan Corp.は、連結会社以外のものから建物を賃借しており、年間賃借料は57百万円でありま

す。

５．鈴木普騰鋼絲（蘇州）有限公司は、連結会社以外のものから建物を賃借しており、年間賃借料は32百万円で

あります。

６．Suzuki Garphyttan GmbHは、連結会社以外のものから建物を賃借しており、年間賃借料は12百万円でありま

す。　

　

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

　設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当っては提出会社を中心に調整を図っ

ております。

　なお、当連結会計年度末における重要な設備の新設・改修計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 72,000,000

計 72,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(平成23年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,166,000 54,166,000
東京証券取引所市場

第二部

単元株式数は、1,000株

であります。

計 54,166,000 54,166,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

 　　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　 　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

 　　　　　　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

　平成18年８月22日

　（注）１
4,666,00028,666,000 700 1,900 699 699

　平成21年６月15日

　（注）２
25,500,00054,166,0001,734 3,634 1,708 2,408

　（注）１．第三者割当増資による増加であります。

　　　　　発行価格　　　300円

　　　　　資本組入額　　150円02銭

　　　　　割当先　　　　新日本製鐵㈱

　　　　２．第三者割当増資による増加であります。

　　　　　　　　　　発行価格　　　135円

　　　　　　　　　　資本組入額　　68円

　　　　　　　　　　割当先　　　　新日本製鐵㈱　

 

（６）【所有者別状況】

 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 11 21 40 14 1 2,681 2,768 －

所有株式数

（単元）
－ 1,754 233 41,856 209 2 9,959 54,013153,000

所有株式数の

割合（％）
－ 3.25 0.43 77.49 0.39 0.00 18.44 100.00－

　（注）１.自己株式753,968株は「個人その他」に753単元及び「単元未満株式の状況」に968株を含めて記載しておりま

　

　　　　　 す。

        ２.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。  
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（７）【大株主の状況】

 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）
　

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番１号 35,466 65.47

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 2,860 5.28

株式会社メタルワン 東京都港区芝３丁目23番１号 2,763 5.10

大同ばね株式会社 静岡県浜松市西区入野町15153 363 0.67

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 362 0.66

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区大手町２丁目７番１号 360 0.66

日鐵商事株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２番１号 250 0.46

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 215 0.39

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18番24号 200 0.36

鈴木金属社員持株会 千葉県習志野市東習志野７丁目５番１号 160 0.29

計 － 42,999 79.38

 （注）上記のほか、自己株式が753千株あります。

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　753,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  53,260,000 53,260 －

単元未満株式  普通株式 　  153,000 － －

発行済株式総数 54,166,000 － －

総株主の議決権 － 53,260 －

 　  (注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、 

　　　    「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）
　

鈴木金属工業株式会社
東京都千代田区丸の

内一丁目９番１号
753,000 － 753,000 1.39

計 － 753,000 － 753,000 1.39

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
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 区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 2,032 332,995

当期間における取得自己株式 768 149,376

 (注)当期間における取得自己株式数には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買　取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 753,968 － 754,736 －

 (注)当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買　取

りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　利益配分につきましては、事業収益の拡大を通じて財務体質の改善と経営基盤の強化を図ることにより、株主資本の

充実に努め、安定的な配当の継続と適正な利益還元を実施することを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　各期の配当につきましては、基本方針を踏まえつつ、当該期の業績や経営基盤強化の進捗状況を勘案し、株主への利

益還元及び内部留保の蓄積について総合的に判断しております。

　当期の配当につきましては、当社グループは、依然として事業構造改革ならびに財務体質改善途上にあるものの、当

期の業績等を踏まえ慎重に検討いたしました結果、１株につき５円の株主配当とさせていただきたいと存じます。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日　
配当金の総額

（百万円）　

１株当たり配当金

（円）　

平成23年６月28日

定時株主総会決議　
267　 5　

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 458 420 265 245 240

最低（円） 251 185 105 123 133

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円） 151 163 194 215 228 240

最低（円） 133 133 157 184 193 141

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社長 － 升光　法行 昭和28年６月４日生

昭和54年４月新日本製鐵株式会社入社

平成11年６月同社室蘭製鐵所製鋼工場長　〔部

長〕

平成13年11月同社棒線事業部室蘭製鐵所製品

技術部部長

平成19年４月同社執行役員棒線事業部室蘭製

鐵所長

平成23年４月当社顧問

平成23年６月当社代表取締役社長　現在に至る

 (注)４ －

常務取締役 生産技術本部長 飯村　富男 昭和24年１月18日生

昭和46年３月当社入社

平成10年６月株式会社ムロランスズキ出向

(代表取締役社長)

平成13年10月当社生産技術本部品質保証部長

平成15年６月当社取締役生産技術本部品質保

証部長

平成18年６月

 

平成21年６月

当社常務取締役生産技術本部生

産技術部長　

当社常務取締役生産技術本部長　

現在に至る 

 (注)４ 28

常務取締役

リスクマネジ

メント・内部

監査、総務、

経営企画担当　

長崎　文康 昭和25年11月28日生

昭和49年４月新日本製鐵株式会社入社

平成12年５月同社君津製鐵所総務部長

平成15年６月製鐵運輸株式会社取締役

平成18年４月（社名変更）日鐵物流君津株式

会社常務取締役

平成18年６月当社取締役総務部長兼内部監査

室長

平成19年６月

　

平成20年４月　

平成21年６月　

　

　

平成23年６月　

　

当社常務取締役総務部長兼リス

クマネジメント・内部監査室長　

当社常務取締役総務部長

当社常務取締役総務部長 リスク

マネジメント・内部監査、経営企

画管掌

当社常務取締役　リスクマネジメ

ント・内部監査、総務、経営企画

担当　現在に至る　

 (注)４ 23

常務取締役

営業総括・　

海外営業・

建材販売担当

　

分藤　潔 昭和28年11月27日生

昭和51年４月新日本製鐵株式会社入社

平成10年12月同社エネルギー営業部都市ガス

パイプライン営業グループリー

ダー

平成13年４月当社営業本部販売管理部課長

平成16年６月当社営業総括部長

平成19年６月当社執行役員　営業総括部担当　　

平成22年６月

　

平成23年６月　

当社常務執行役員　営業総括・海

外営業担当　

当社常務取締役　営業総括・海外

営業・建材販売担当　現在に至る

　

 (注)４ 12

取締役相談役 － 杉浦　登 昭和22年６月21日生

昭和46年７月新日本製鐵株式会社入社

平成９年４月 同社薄板営業部門自動車鋼板営

業部長

平成12年４月同社北京事務所長

平成17年４月当社顧問

平成17年６月当社取締役副社長

平成18年６月

平成23年６月　

当社代表取締役社長　

当社取締役相談役　現在に至る　

 (注)４ 110
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

海外営業・　

ばね材販売・

特品販売・　

名古屋支店・

大阪支店担当

佐々木　英基 昭和30年７月18日生

昭和56年９月当社入社

平成16年６月当社ばね材販売部長

平成21年６月当社執行役員ばね材販売部長

平成23年３月

　

平成23年６月　

当社執行役員　ばね材・特品販売

担当

当社取締役　海外営業・ばね材販

売・特品販売・名古屋支店・大

阪支店担当　現在に至る　

 (注)４ 2

取締役 － 赤松　將雄 昭和35年12月15日生

昭和58年４月新日本製鐵株式会社入社

平成８年７月 同社棒線営業部線材室長

平成15年４月大阪製鐵株式会社出向

平成19年４月

　

　

平成20年10月

平成23年６月　

新日本製鐵株式会社棒線事業部

棒線営業部棒鋼第一グループ

リーダー

同社棒線事業部棒線営業部長

同社棒線事業部棒線営業部長・

当社取締役　現在に至る　

 (注)４ 1

監査役常勤 － 川那辺　孝 昭和23年１月31日生

昭和46年３月当社入社

平成10年６月当社管理本部企画部担当部長

平成12年４月

平成15年４月

平成15年６月

平成18年６月

平成20年４月

平成20年６月

当社管理本部企画経理部長

当社管理本部経理部長

当社取締役経理部長 

当社常務取締役経理部長 

当社常務取締役経営企画部長

当社常務取締役（経営企画担

当） 

平成21年６月当社監査役（常勤）現在に至る

 (注)５ 25

監査役非常勤 － 加藤　恭久 昭和22年７月15日生

昭和58年９月フランス商業銀行入行

平成11年12月同行東京駐在員事務所代表

平成13年１月株式会社パイロットコーポレー

ション入社常勤顧問 

平成13年７月

平成18年９月

平成20年１月

平成22年６月

同社海外会社担当部長

同社内部統制室長

同社顧問 

当社監査役　現在に至る 

 (注)６ －

監査役非常勤 － 幸野　誠司 昭和36年１月10日生

昭和58年４月新日本製鐵株式会社入社

平成９年６月 同社大分製鐵所工程業務部外注

購買室長

平成13年８月東京製綱株式会社出向　

平成19年４月

　

平成21年６月

　

平成23年４月

　

平成23年６月　

新日本製鐵株式会社棒線事業部

棒線営業部次長　　　　

同社棒線事業部室蘭製鐵所総務

部長

同社経営企画部関連会社グルー

プ 部長

同社経営企画部関連会社グルー

プ 部長・当社監査役　現在に至

る　

 (注)７ －

計 10名 ─ 201
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　（注）１.取締役赤松　將雄は、会社法第２条15号に定める社外取締役であります。

　　　  ２.監査役加藤　恭久、幸野　誠司は、会社法第２条16号に定める社外監査役であります。

　      ３.当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

         １名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

赤木　誠　 昭和32年４月24日生

昭和56年４月新日本製鐵株式会社入社

平成６年６月

平成８年７月

平成12年４月

 

平成16年７月

同社名古屋製鐵所労働部労働人事室長

新日鐵化学株式会社へ出向

新日本製鐵株式会社　堺製鉄所　総務部総務グループ

リーダー 

同社八幡製鉄所労働・購買部長 

平成21年４月同社経営企画部関連会社グループリーダー（部長）　

現在に至る

－

 　    ４.平成23年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

 　　　５.平成21年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 　　　６.平成22年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　 ７.平成23年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　 ８.当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

        常務執行役員は２名で、Suzuki Garphyttan AB 副社長　林　博昭、Suzuki Garphyttan AB 副社長　堤　一彦、　　

　　　　執行役員は７名で、㈱ＳＫＫテクノロジー 代表取締役社長　北川　尚史、鈴木住電ステンレス㈱  常務取締役

　      堀川　芳雄、鈴木住電ステンレス㈱　常務執行役員　鈴木住電鋼線製品（広州）有限公司　薫事・総経理

        寺前　昭、Thai Special Wire Co.,Ltd.  代表取締役社長　多田　昌司、Suzuki Garphyttan AB  社長

        ヤン・ピータースで構成されております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

  ①企業統治の体制

　  イ．企業統治の体制を採用する理由

　　　当社グループは、「お客様」「取引先」「株主」「社員」「社会」等のステークホルダーと良好な関係を築くとと

もに、公正で透明性の高い経営を実現するため、コーポレートガバナンスの充実を重要な課題として考え、実効性

のある諸施策に取り組んでおります。

　　　経営管理組織は取締役会・監査役会制度を基本とし、会社法等で定められた事項及び経営に関する重要事項の 審

議・決定を行う「取締役会」の他に、グループとして具体的な業務執行に関する審議・決定・報告を行うため、役

員・部門長・グループ各社の社長で構成する「経営会議」、社長の諮問機関として経営上の重要事項を事前審議

するため、社長、各部門を統括する役員、関連部長で構成する「方針会議・役員連絡会」を設置し、的確かつ迅速な

経営判断が出来る体制を整えております。

　

＜会社の機関・内部統制システム等の関係＞

　

　  ロ．内部統制システム・リスク管理に関する基本的な考え方及びその整備状況

　　　当社グループは、平成18年５月９日の取締役会で決議した「内部統制システムの基本方針」に基づいて内部統制シ

ステムを整備し、業務の適法性と効率性の確保に努めるとともに、その継続的改善を図ることとしております。

　　　現在までの具体的施策としては、全社的に違法行為・不祥事を予防するという観点から、社長通達による企業行動

憲章の周知徹底を図るとともに、内部統制システムの実行状況・有効性を中心とした業務の違法性・遵法性を評

価するリスクマネジメント・内部監査室、コンプライアンス施策を企画実行していくリスクマネジメント委員会、

組織問題の早期発見を図るためのヘルプライン（コンプラ相談室）を設置し、企業倫理の一層の確立に努めてお

ります。

　　　リスクマネジメント・内部監査室は、当社の各部門及びグループ会社が危機管理の観点から「内部統制基本規程」

に基づき実施した自律的内部統制活動の結果について、経営に大きな影響を与えるリスクの抽出・評価を行い、是

正対応を図ることで、リスクマネジメント活動の充実に努めております。
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  ②内部監査及び監査役監査の状況

      リスクマネジメント・内部監査室（７名）は、監査業務を適正に行うため、他の全ての部署から独立した社長直

属の組織としております。監査役及び会計監査人が行う法定監査とは別に、各部門の内部監査を行い、監査役に対

して監査結果を報告するとともに、監査の方法などについて意見交換を行うことで、内部統制システムの評価や有

価証券報告書の適正性の確保に努めています。

　　  監査役監査については監査役会を設置し、２名の社外監査役を含む３名が、取締役会等重要会議に出席し、当社の

業務監査と子会社の定期監査を通じて、取締役会ならびに取締役の職務執行の適法性や妥当性のチェックを行っ

ております。また、会計監査人より必要に応じて監査の内容等を聴取し、有価証券及び棚卸資産の現物確認の際に

は監査に立会い、会計監査人の監査の状況も含めつぶさに把握しております。会計年度の開始にあたっては会計監

査人より監査計画の説明を受け、各四半期決算を含む年４回の決算終了時には監査結果報告書に基づき、会社の

行った決算の監査結果について報告を受けております。

　    常勤監査役川那辺孝氏は、当社の財務・経理部門における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。また、監査役加藤恭久氏は、公認内部監査人の資格を有していることや、金融機関における

長年の経験と財務に関する知見を当社の監査に反映していただけると考えております。監査役幸野誠司氏は、これ

までの豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に反映していただけると考えております。

      社外監査役は取締役会に出席し、取締役とは独立した立場から、適宜必要な発言をしているほか、取締役及び従

業員と定期的に意見交換を行い、必要に応じて業務執行状況について説明を求めるなど、経営監視の実効性を高め

ています。

      なお、当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の責任について、社外監査役が職務を行

うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の契約

を各社外監査役との間で締結しております。

　

  ③会計監査の状況

　　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

業務執行社員 
栁澤　秀樹 

有限責任 あずさ監査法人 
俵　  洋志 

　　※継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　　監査業務に係る補助者の構成

　　　公認会計士２名　　その他６名

　　 　

  ④社外取締役及び社外監査役との関係　  

        当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

      社外取締役赤松將雄氏は、当社の親会社である新日本製鐵株式会社の棒線事業部棒線営業部長であり、専門的な

立場から当社の経営に適切な助言をいただけると考えております。

      社外監査役加藤恭久氏は、現在及び過去において、当社の親会社、関係会社、主要な取引先等の関係者である事実

はないことから、一般株主と利益相反が生じるおそれのない高い独立性を有しており、当社は、同氏を東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

　　　社外監査役幸野誠司氏は、当社の親会社である新日本製鐵株式会社経営企画部関連会社グループ部長であります。
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  ⑤役員報酬の内容

　  役員報酬の内容は下記のとおりであります。

　　　　イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分　

　

報酬等の総額

（千円）　

　

報酬等の種類別の総額

（千円）　
対象となる

役員の人数

（人）　基本報酬

取締役 102,486 102,486 4

監査役

（社外監査役を除く）　
13,104 13,104 1

社外監査役　 2,799 2,799 2

　
        ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　　  当社の取締役の報酬額は、「役員報酬規程」において業績連動報酬と定めており、株主総会で決定された取締役報

酬総額の範囲内で、連結経常利益と個別当期純利益に連動して決定しております。

   　     

  ⑥取締役の定数　

  当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。　

　　　

　　　⑦取締役の選任の決議要件

      取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の

過半数をもって行う旨を定款に定めております。

　また、取締役の選任については、累積投票によらない旨も定款で定めております。　

　　　

　　　⑧株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　イ．自己株式の取得

      当社は、自己株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって同条第１項に定める市場取引等により自己の株式を取得できる旨を定款に定め

　ております。

　

　ロ．中間配当

　　  当社は株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会決議によって、

　中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　　　

　　⑨取締役会決議による取締役及び監査役の責任を免除することを可能にする定款の定め

　　　  当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、法令の定めるとこ

      ろに従い、取締役会の決議によって、取締役及び監査役の責任を免除することができる旨を定款で定めておりま

      す。

　　　

　　　⑩株主総会の特別決議要件を変更している定款の定め

      当社は、特別決議の定足数をより確実に充足できるよう、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上

に当たる多数をもって行う旨を定款で定めております。
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　　　⑪株式の保有状況 

　イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　21銘柄　883,112千円

　

　      ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　　　　　　前事業年度

　　　　　　　特定投資株式

銘柄　　　　　　 株式数（株）　
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的　

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ　 500,000　 　245,000協力関係維持のための長期保有　

㈱スパンクリートコーポレーション　 608,000　 　111,872取引の円滑化　

日本発条㈱　 113,000　 　96,954取引の円滑化　

中央発條㈱　 211,500　 　78,678取引の円滑化　

㈱ショーワ　 96,069　 　71,475取引の円滑化　

㈱ピー・エス三菱　 194,100　 　62,112取引の円滑化　

㈱富士ピー・エス　 423,000　 　44,838取引の円滑化　

㈱みずほフィナンシャルグループ　 120,000　 　22,200協力関係維持のための長期保有　

知多鋼業㈱　 51,500　 　20,548取引の円滑化　

㈱パイオラックス　 9,300　 　19,464取引の円滑化　
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　　　　　　当事業年度

　　　　　　　特定投資株式　

銘柄　　　　　　 株式数（株）　
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的　

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ　 500,000　 　192,000協力関係維持のための長期保有　

㈱スパンクリートコーポレーション　 608,000　 　158,080取引の円滑化　

日本発条㈱　 113,000　 　93,112取引の円滑化　

㈱ピー・エス三菱　 194,100　 　69,681取引の円滑化　

中央発條㈱　 211,500　 　69,372取引の円滑化　

㈱富士ピー・エス　 423,000　 　63,450取引の円滑化　

㈱ショーワ　 102,354　 　62,948取引の円滑化　

極東鋼弦コンクリート振興㈱　 300 26,500取引の円滑化

知多鋼業㈱　 51,500　 　24,617取引の円滑化　

㈱パイオラックス　 9,300　 　18,600取引の円滑化　

㈱みずほフィナンシャルグループ　 120,000　 　16,560協力関係維持のための長期保有　

ステラ㈱　 4,400 15,600取引の円滑化

村田発條㈱　 310,000 15,500取引の円滑化

日鐵商事㈱ 44,000　 　11,000取引の円滑化　

コーアツ工業㈱ 76,247　 　10,750取引の円滑化　

第一生命保険㈱ 83　 　10,416取引の円滑化　

文化シヤッター㈱　 36,467　 　9,335取引の円滑化　

豊田通商㈱ 6,000　 　8,232取引の円滑化　

日本コンクリート工業㈱ 20,000　 　5,380取引の円滑化　

川田テクノロジーズ㈱ 1,200　 　1,976取引の円滑化　

新構造技術㈱　 20,000 0取引の円滑化
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 27 － 26 －

連結子会社 － 4 － 2

計 27 4 26 2

 

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　当社は、当社の監査公認会計士等の関係会社であるアーンストアンドヤング・トランザクション・アドバイザ

リー・サービス株式会社に対して、42百万円の報酬を支払っております。内容としましては、Suzuki Garphyttan グ

ループの株式取得における財務及び税務デュー・ディリジェンス業務等であります。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　当社連結子会社の当社監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているＫＰＭＧに対する監査報酬等の金額

は、８百万円です。　

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。　

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社は、当社の会計監査人である有限責任 あずさ監査法人が策定した監査計画に基づき、両者で協議の上、報酬金

額を決定しております。なお、本決定においては、監査役会の同意を得ております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　なお、前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

　　連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

　　ます。

　

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月

31日）の連結財務諸表及び前事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）の財務諸表については、　新日本

有限責任監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）の連結財務

諸表及び当事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）の財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人

により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。

　第109期連結会計年度　　　新日本有限責任監査法人　　　　　

　第110期連結会計年度　　　有限責任 あずさ監査法人

　

    当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。なお、あ

 ずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。

（1）異動に係る監査公認会計士等の氏名又は名称

① 就任する監査公認会計士等の氏名又は名称

   あずさ監査法人

② 退任する監査公認会計士等の氏名又は名称

   新日本有限責任監査法人

　

（2）異動の年月日

 平成22年６月25日

　

（3）退任する監査公認会計士等の直近における就任年月日

 平成21年６月25日

　

（4）退任する公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　 該当事項はありません。

　

（5）異動の理由

　 平成22年６月25日開催予定の第109期定時株主総会の終結の時をもって、新日本有限責任監査法人が任期満了とな 

 りますが、当社が平成21年６月15日付で新日本製鐵株式会社の子会社となったことから、今後新日本製鐵株式会社

 との連結決算における監査の一元化を図るため、同社の会計監査人であるあずさ監査法人を後任の会計監査人とし

 て選任するものであります。

　

（6）（5）の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する公認会計士等の意見

　 特段の意見はないとの申し出を受けております。

　

３. 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の　内容

を適切に把握し、連結財務諸表を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、監査法人等が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っております。　　　 
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,882 2,828

預け金 ※1
 1,096

※1
 3,273

受取手形及び売掛金 9,207 10,140

商品及び製品 3,029 3,227

仕掛品 2,230 2,233

原材料及び貯蔵品 2,452 2,870

繰延税金資産 437 482

その他 872 1,112

貸倒引当金 △42 △36

流動資産合計 22,167 26,131

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,360 3,141

機械装置及び運搬具（純額） 7,776 7,075

土地 2,247 2,398

建設仮勘定 124 221

その他（純額） 298 307

有形固定資産合計 ※3, ※4
 13,808

※3, ※4
 13,144

無形固定資産

のれん 5,041 4,915

その他 211 190

無形固定資産合計 5,252 5,106

投資その他の資産

投資有価証券 1,048 1,036

関係会社株式 ※2
 99

※2
 119

破産更生債権等 0 304

繰延税金資産 981 521

その他 279 271

貸倒引当金 △13 △323

投資その他の資産合計 2,395 1,930

固定資産合計 21,456 20,180

資産合計 43,624 46,312
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,314 11,633

短期借入金 ※4
 9,640

※4
 9,135

未払法人税等 209 658

賞与引当金 450 499

災害損失引当金 － 19

その他 1,804 2,617

流動負債合計 22,419 24,564

固定負債

長期借入金 ※4
 5,701

※4
 4,539

繰延税金負債 787 706

負ののれん 124 69

退職給付引当金 2,046 2,096

役員退職慰労引当金 173 206

預り保証敷金 339 297

その他 62 8

固定負債合計 9,235 7,924

負債合計 31,655 32,488

純資産の部

株主資本

資本金 3,634 3,634

資本剰余金 2,419 2,419

利益剰余金 4,732 6,209

自己株式 △144 △144

株主資本合計 10,642 12,118

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 58 75

繰延ヘッジ損益 － 140

為替換算調整勘定 12 △421

その他の包括利益累計額合計 70 △206

少数株主持分 1,255 1,911

純資産合計 11,968 13,823

負債純資産合計 43,624 46,312
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 34,966 50,581

売上原価 ※2, ※6
 30,363

※2, ※6
 41,512

売上総利益 4,603 9,068

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 4,372

※1, ※2
 5,846

営業利益 231 3,222

営業外収益

受取利息 4 2

受取配当金 20 106

負ののれん償却額 55 55

スクラップ売却益 40 28

為替差益 400 64

その他 60 68

営業外収益合計 581 325

営業外費用

支払利息 277 201

営業債権売却損 8 13

その他 26 59

営業外費用合計 312 274

経常利益 500 3,273

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 0

関係会社株式売却益 31 －

段階取得に係る差益 － 175

その他 13 －

特別利益合計 44 176

特別損失

固定資産除却損 ※4
 8

※4
 34

固定資産処分損 6 －

固定資産売却損 － ※5
 79

ゴルフ会員権評価損 9 11

投資有価証券評価損 9 －

減損損失 － ※7
 29

災害による損失 － ※8
 37

その他 8 －

特別損失合計 43 192

税金等調整前当期純利益 501 3,256

法人税、住民税及び事業税 205 954

法人税等調整額 137 438

法人税等合計 343 1,392

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,863

少数株主利益 173 386

当期純利益又は当期純損失（△） △15 1,476
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,863

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 11

繰延ヘッジ損益 － 140

為替換算調整勘定 － △482

持分法適用会社に対する持分相当額 － 6

その他の包括利益合計 － ※2
 △323

包括利益 － ※1
 1,539

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 1,199

少数株主に係る包括利益 － 339
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,900 3,634

当期変動額

新株の発行 1,734 －

当期変動額合計 1,734 －

当期末残高 3,634 3,634

資本剰余金

前期末残高 710 2,419

当期変動額

新株の発行 1,708 －

当期変動額合計 1,708 －

当期末残高 2,419 2,419

利益剰余金

前期末残高 4,748 4,732

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △15 1,476

当期変動額合計 △15 1,476

当期末残高 4,732 6,209

自己株式

前期末残高 △143 △144

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △144 △144

株主資本合計

前期末残高 7,216 10,642

当期変動額

新株の発行 3,442 －

当期純利益又は当期純損失（△） △15 1,476

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 3,426 1,476

当期末残高 10,642 12,118
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △100 58

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

158 17

当期変動額合計 158 17

当期末残高 58 75

繰延ヘッジ損益

前期末残高 32 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△32 140

当期変動額合計 △32 140

当期末残高 － 140

為替換算調整勘定

前期末残高 △86 12

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

98 △434

当期変動額合計 98 △434

当期末残高 12 △421

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △153 70

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

224 △276

当期変動額合計 224 △276

当期末残高 70 △206

少数株主持分

前期末残高 1,039 1,255

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 215 655

当期変動額合計 215 655

当期末残高 1,255 1,911

純資産合計

前期末残高 8,102 11,968

当期変動額

新株の発行 3,442 －

当期純利益又は当期純損失（△） △15 1,476

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 440 378

当期変動額合計 3,866 1,855

当期末残高 11,968 13,823
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 501 3,256

減価償却費 1,668 1,821

減損損失 － 29

のれん償却額 312 531

負ののれん償却額 △55 △55

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11 22

退職給付引当金の増減額（△は減少） △128 △38

賞与引当金の増減額（△は減少） 0 48

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 19

貸倒引当金の増減額（△は減少） △195 △5

受取利息及び受取配当金 △24 △108

支払利息 277 201

為替差損益（△は益） △481 △62

投資有価証券評価損益（△は益） 9 －

関係会社株式売却損益（△は益） △31 －

段階取得に係る差益 － △175

有形固定資産除却損 9 31

有形固定資産売却損益（△は益） － 79

売上債権の増減額（△は増加） △386 △368

たな卸資産の増減額（△は増加） 994 △277

仕入債務の増減額（△は減少） 1,800 1,038

その他 △269 335

小計 3,989 6,322

利息及び配当金の受取額 24 109

利息の支払額 △238 △204

法人税等の還付額 222 5

法人税等の支払額 △74 △532

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,923 5,698

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 42 20

定期預金の預入による支出 △75 －

貸付金の回収による収入 6 10

貸付けによる支出 △21 △6

有形及び無形固定資産の売却による収入 0 14

有形及び無形固定資産の取得による支出 △972 △1,264

投資有価証券の売却による収入 1 －

投資有価証券の取得による支出 △34 △12

関係会社株式の売却による収入 477 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △3,918
※2

 △466

その他 176 △5

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,318 △1,711
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △8,028 △141

長期借入れによる収入 5,150 600

長期借入金の返済による支出 △1,167 △2,309

株式の発行による収入 3,442 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △2 △0

少数株主への配当金の支払額 △3 △89

その他 △2 108

財務活動によるキャッシュ・フロー △611 △1,833

現金及び現金同等物に係る換算差額 57 △11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △948 2,142

現金及び現金同等物の期首残高 4,852 3,904

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 3,904

※1
 6,046
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (ア）連結子会社の数　　12社

市川製線㈱

ピアノ線工業㈱

㈱ムロランスズキ

㈱ＳＫＫテクノロジー

西日本ステンレス鋼線㈱

鈴木住電ステンレス㈱

鈴木住電鋼線製品（広州）有限公司

Suzuki Garphyttan AB

Suzuki Garphyttan Corp.

Suzuki Garphyttan GmbH

鈴木加普騰鋼絲（蘇州）有限公司

Suzuki Garphyttan（Hong Kong）

Co.,Ltd.

　

　

(ア）連結子会社の数　　14社

市川製線㈱

ピアノ線工業㈱

㈱ムロランスズキ

㈱ＳＫＫテクノロジー

西日本ステンレス鋼線㈱

鈴木住電ステンレス㈱

鈴木住電鋼線製品（広州）有限公司

鈴木住電鋼線製品（香港）有限公司　

Suzuki Garphyttan AB

Suzuki Garphyttan Corp.

Suzuki Garphyttan GmbH

鈴木加普騰鋼絲（蘇州）有限公司

Suzuki Garphyttan（Hong Kong）

Co.,Ltd.

Thai Special Wire Co.,Ltd.　

　 平成21年６月１日にSuzuki Garphyttan

ABの株式を100％取得したことにより連結

子会社が５社増加しております。ただし、

これらは決算日が12月31日となっているこ

とと、株式の取得日が６月１日であること

から、６月１日から12月31日までの損益計

算書科目と12月31日現在の貸借対照表科目

を連結しております。また、７月１日に当

社の連結子会社である日東金属株式会社

（同日付で株式会社ＳＫＫテクノロジーに

商号を変更）が、同じく連結子会社である

光陽興産株式会社と東京ダイス工業株式

会社を吸収合併したため、当連結会計年度

より連結の範囲を変更しております。

　鈴木住電鋼線製品（香港）有限公司は、当

社の連結子会社である鈴木住電ステンレス

㈱が株式を100％取得したことにより、当連

結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

　また、Thai Special Wire Co.,Ltdは平成

23年３月１日付で、株式の一部取得により

子会社となったため、みなし取得日を平成

23年３月31日として当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。　

　

 (イ）非連結子会社の数　０社 (イ）非連結子会社の数　同左

２．持分法の適用に関する事

項

(ア）持分法適用の関連会社数　１社

タカハシスチール㈱

(ア）持分法適用の関連会社数　同左

同左

 (イ）持分法を適用していない関連会社

　協立金属工業㈱は、当期純損益及び

利益剰余金に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外してお

ります。

(イ）持分法を適用していない関連会社

同左

　

　

　

　

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「持分法に関する会

計基準」（企業会計基準第16号　平成20年

３月10日公表分）及び「持分法適用関連会

社の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第24号　平成20年３月10日）を

適用しております。 

　これによる損益に与える影響はありませ

ん。
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項目 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

  連結子会社のうち、鈴木住電鋼線製品

(広州）有限公司、Suzuki Garphyttan AB 

、Suzuki Garphyttan Corp.、       Suzuki

Garphyttan GmbH、鈴木加普騰鋼絲（蘇州）

有限公司、Suzuki Garphyttan

（Hong Kong）Co.,Ltd.の決算日は12月31

日であります。連結財務諸表の作成に当

たっては、決算日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、連結決算日までの期間

に発生した重要な取引については、連結上

必要な修正を行っております。他の連結子

会社の決算日は連結決算日と同一でありま

す。

  連結子会社のうち、鈴木住電鋼線製品

（広州）有限公司、鈴木住電鋼線製品    

（香港）有限公司、Suzuki Garphyttan AB

、Suzuki Garphyttan Corp.、       Suzuki

Garphyttan GmbH、鈴木加普騰鋼絲（蘇州）

有限公司、Suzuki Garphyttan

（Hong Kong）Co.,Ltd.、Thai Special

Wire Co.,Ltd.の決算日は12月31日であり

ます。連結財務諸表の作成に当たっては、決

算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし、連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な修正

を行っております。他の連結子会社の決算

日は連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(ア）有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動平

均法により算定）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(ア）有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

同左

 ・時価のないもの

移動平均法による原価法

・時価のないもの

同左

 (イ）デリバティブ

時価法

(イ）デリバティブ

同左

 (ウ）たな卸資産

製品、仕掛品

　主として総平均法による原価法（収

益性の低下による簿価切下げの方

法）

(ウ）たな卸資産

製品、仕掛品

同左

　 原材料

　主として先入先出法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方

法）

原材料

同左

　 貯蔵品

　主として最終仕入原価法による原価

法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）

貯蔵品

同左

　

　

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ア）有形固定資産（リース資産を除く）

建物及び構築物　主として定額法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ア）有形固定資産（リース資産を除く）

建物　　　　　　　　定額法

 機械装置及び運搬具　定率法

その他　　　　　　　定率法

構築物　　　　　　主として定率法　

機械装置及び運搬具　定率法

 　 その他　　　　　　　定率法
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項目 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 　 （会計方針の変更）

 　

　

   当社及び国内連結子会社は、従来、構 

 築物の償却方法について定額法を採用し

 ておりましたが、平成21年６月に新日本

 製鐵㈱の連結子会社となったことを機に

 会計処理基準の統一を図るため、当連結

 会計年度より、定率法に変更しておりま

 す。

   これによる損益に与える影響は軽微な

 ものであります。

　

 

(イ）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。

(イ）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (ウ）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース

取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(ウ）リース資産

同左

  (3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

 (3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

 ②賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。

②賞与引当金

同左

 ③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしておりま

す。

　過去勤務債務は、その発生年度に費用処理

しております。

③退職給付引当金

同左
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項目 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号　平成20年７月31日）を

適用しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影響は

ありません。　

　

 ④役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役

員退職慰労金規定に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。なお当社

は、平成20年６月26日開催の当社取締役会

において、役員退職慰労金の廃止を決定し、

廃止に伴う打切り日（平成20年６月26日）

までの在任期間に対応する退職慰労金とし

て、従来の役員退職慰労金規定に基づいて

平成20年６月26日における支給見込額を計

上しております。また執行役員の退職慰労

金の支出に備えるため、執行役員退職慰労

金規定に基づく当連結会計年度末要支給額

を、役員退職慰労引当金に含めて計上して

おります。

④役員退職慰労引当金

同左

 ⑤役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えるため、支給見込額

を計上しております。

　なお、当連結会計年度は当該引当金の計上

を行っておりません。

⑤役員賞与引当金

　

　 　

　

　

　

⑥災害損失引当金

　平成23年３月11日に発生した東日本大震

災に伴う復旧費用等の支出に備えるため、

その見積もり額を計上しております。　

 （4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定及び少数株主持分に含めて計上して

おります。

（4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

同左
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項目 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 (5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。

　なお、金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしている場合には特例処理を

採用しております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

 （ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

金利スワップ 

為替予約 

　

借入金の利息

外貨建金銭債権債務等

　

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

金利スワップ

為替予約　

商品スワップ

借入金の利息　

外貨建金銭債権債務等

電力料金

 ③ヘッジ方針

　当社グループ内で規定されたデリバティ

ブ取引に関する管理体制に基づき、ヘッジ

対象に係る相場変動リスク、キャッシュ・

フロー変動リスクを一定の範囲内でヘッジ

しております。

③ヘッジ方針

　　　　　　　 　同左

 ④ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較

し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。

　ただし、特例処理によっているスワップに

ついては、有効性の評価を省略しておりま

す。

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

　 (6)のれんの償却方法及び期間

　

(6)のれんの償却方法及び期間

　のれんの償却については、発生年度に効果

の発現する期間の見積もりが可能なものに

ついてはその年数で、それ以外のものにつ

いては、５年間の均等償却を行っておりま

す。　　

　 (7)連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲　

　

(7)連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び預け金、並び

に容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

　なお、預け金は新日本製鐵㈱の連結子会社

であるニッテツ・ファイナンス㈱のＣＭＳ

であります。　

 (8）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によって

おります。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

同左
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項目 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

　

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんの償却については10年間、負ののれ

んの償却については、５年間の均等償却を

行っております。

　

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。

　なお、預け金は新日本製鐵㈱の連結子会社

であるニッテツ・ファイナンス㈱のＣＭＳ

であり、当連結会計年度より導入しておりま

す。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　 （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。　

　 （企業結合に関する会計基準等の適用）　

　当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務

諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20

年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一

部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企

業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26

日）を適用しております。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　(連結損益計算書)

　前連結会計年度まで特別損失の「その他」に含めて表示

しておりました「固定資産処分損」は、特別損失の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度における「固定資産処分損」の金額

は２百万円であります。　

　(連結損益計算書)

　前連結会計年度まで特別損失の「その他」に含めて表示

しておりました「固定資産売却損」は、特別損失の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度における「固定資産売却損」の金額

は0百万円であります。　

　

　

　

　

　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部

を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５

号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目

で表示しております。

　

　(連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度は「その他」に含めて表示しておりまし

た営業活動によるキャッシュ・フローの「為替差損益」

は、金額的重要性が増したため区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含まれる「為替差損益」は△12百万円

であります。

　

　(連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度は「その他」に含めて表示しておりまし

た営業活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産売

却損益」は、金額的重要性が増したため区分掲記しており

ます。

　なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含まれる「有形固定資産売却損益」は

0百万円であります。　

 

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　 

　

　 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基　　

 準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し

 ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

 は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合

 計」の金額を記載しております。  
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

項目 
前連結会計年度

（平成22年３月31日）
当連結会計年度

（平成23年３月31日）

預け金勘定　　　　　　

※１

　

　新日本製鐵㈱の連結子会社であるニッテ

ツ・ファイナンス㈱のＣＭＳであり、当連

結会計年度より導入しております。

　新日本製鐵㈱の連結子会社であるニッテ

ツ・ファイナンス㈱のＣＭＳであります。

関連会社に対するもの

※２

関係会社株式 99百万円 関係会社株式 119百万円

有形固定資産減価償却累計額

※３
 32,851百万円  35,037百万円

担保に供している資産

※４

　担保に供している資産並びに担保付債務

は次のとおりであります。

　担保に供している資産並びに担保付債務

は次のとおりであります。

 担保資産    
建物及び構

築物
1,058百万円 (1,058百万円)

機械装置及

び運搬具
1,924百万円 (1,924百万円)

土地 1,860百万円 (1,860百万円)

合計 4,842百万円 (4,842百万円)

担保付債務    
短期借入金 1,367百万円 (1,367百万円)

長期借入金 4,091百万円 (4,091百万円)

合計 5,458百万円 (5,458百万円)

担保資産    
建物及び構

築物
1,023百万円 (1,023百万円)

機械装置及

び運搬具
1,749百万円 (1,749百万円)

土地 1,860百万円 (1,860百万円)

合計 4,633百万円 (4,633百万円)

担保付債務    
短期借入金 1,248百万円 (1,248百万円)

長期借入金 3,441百万円 (3,441百万円)

合計 4,690百万円 (4,690百万円)

 　上記のうち（　）内書は工場財団抵当並び

に当該債務を示しております。

　上記のうち（　）内書は工場財団抵当並び

に当該債務を示しております。

 

（連結損益計算書関係）

項目 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

販売費及び一般管理費

※１

主要な費目 主要な費目

１．運搬費 922百万円

２．役員報酬 281百万円

３．給料手当及び福利厚生

費
1,289百万円

４．賞与引当金繰入額 230百万円

５．退職給付引当金繰入額 84百万円

６．貸倒引当金繰入額 10百万円

７．役員退職慰労引当金繰

入額
66百万円

８．のれん償却額　 312百万円　

１．運搬費 1,485百万円

２．役員報酬 404百万円

３．給料手当及び福利厚生

費
1,357百万円

４．賞与引当金繰入額 269百万円

５．退職給付引当金繰入額 114百万円

６．貸倒引当金繰入額 －百万円

７．役員退職慰労引当金繰

入額
48百万円

８．のれん償却額　 531百万円　

研究開発費

※２

 

　売上原価及び販売費及び一般管理費に含

まれる研究開発費

      249百万円

　売上原価及び販売費及び一般管理費に含

まれる研究開発費

　　　　　　　　　　　       299百万円

固定資産売却益

※３

　 　主として機械装置及び運搬具に係るもの

であります。

固定資産除却損

※４

　主として建物及び機械装置に係るもので

あります。

 
建物及び構築物　　　　　　　3百万円

機械装置及び運搬具         28百万円

その他                      2百万円

　

　合計                     34百万円　
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項目 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

固定資産売却損

※５

　 土地　　　　　　　　　 　　39百万円

建物及び構築物   　　　　  39百万円

機械装置及び運搬具          0百万円

　

その他                      0百万円

　

　 合計                    79百万円　
  　

たな卸資産評価減

※６

 

　期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価

切下後の金額（洗替法による戻入額相殺

後）であり、次のたな卸資産評価戻入額が

売上原価に含まれております。

347百万円 

　期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価

切下後の金額（洗替法による戻入額相殺

後）であり、次のたな卸資産評価損が売上

原価に含まれております。

42百万円 

減損損失

　　　　　　　　　　　※７

　 　当連結会計年度において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。

場所　 用途 種類

千葉県習志野市

　
　遊休資産　

建物及び構築物

　

新潟県湯沢町　 　遊休資産　 建物及び土地　

　当社グループは、原則として、遊休資産に

ついては個別資産ごとにグルーピングを

行っております。

　当連結会計年度において、事業の用に供し

ていない遊休資産のうち、時価が著しく下

落した資産グループの帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（

29百万円）として特別損失に計上しまし

た。その内訳は、建物及び構築物26百万円及

び土地３百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正

味売却価額により測定しております。　

災害による損失

※８　

　 　平成23年３月11日に発生した東日本大震

災に伴う棚卸資産の滅失や復旧費用であり

ます。　

　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益　   208百万円

少数株主に係る包括利益　   183百万円

計   391百万円

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金　   159百万円

繰延ヘッジ損益　  △32百万円

為替換算調整勘定　   107百万円

計   234百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　　　　　　(注)１　 28,666 25,500 － 54,166

合計 28,666 25,500 － 54,166

自己株式     

普通株式　　　　　　(注)２ 748 3 － 751

合計 748 3 － 751

 　　（注）１.普通株式の発行済株式数の増加25,500株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

　　　　　 ２.普通株式の自己株式の増加３千株は、単元未満株式の買取りによる増加３千株であります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　　　　　　　 54,166 － － 54,166

合計 54,166 － － 54,166

自己株式     

普通株式　　　　　　(注) 751 2 － 753

合計 751 2 － 753

 　　（注）普通株式の自己株式の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加２千株であります　　　　　 　

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 267 利益剰余金 5 平成23年３月31日平成23年６月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
 

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（百万円） （百万円）

現金及び預金勘定　　　　　　　

預け金勘定

2,882

1,096　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △75

現金及び現金同等物 3,904

現金及び預金勘定　　　　　　　

預け金勘定

2,828

3,273　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △55

現金及び現金同等物 6,046

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

　　資産及び負債の主な内訳

　　　株式の取得により新たにSuzuki Garphyttan ABを連結

したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

にSuzuki Garphyttan AB株式の取得価額とSuzuki

Garphyttan AB取得のための支出（純額）との関係は

　　次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　（百万円）　　

　流動資産

　固定資産

　のれん

　流動負債

　固定負債

　少数株主持分

　4,071

　5,719

　4,075

　△7,593

　△1,555

　△32

　Suzuki Garphyttan AB株式の取

　得価額

　Suzuki Garphyttan AB現金及び

　現金同等物　

　
　4,684

　
　765

　差引：Suzuki Garphyttan AB取

　得のための支出
3,918　　

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

　　資産及び負債の主な内訳

　　　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の連

結開始時の資産及び負債の主な内訳並びに、当該会社

株式の取得価額と取得による支出（純額）との関係は

次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　（百万円）　　

　流動資産

　固定資産

　のれん

　流動負債

　固定負債

　少数株主持分

　為替換算調整勘定

　1,424

　399

　477

　△807

　△143

　△407

△3　

　　小計

　既存株式の帳簿価額

　段階取得に係る差益　

　940

 　　　 △54

　△175

　株式の取得価額

　被買収会社の現金及び現金同等

　物

709
　

242　　　

　差引：連結の範囲の変更を伴う子　

　会社株式の取得による支出

　
466
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

 　 　特殊鋼線事業における工具器具及び備品でありま

す。

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

 　 　　　　　　　　　同左

（イ）無形固定資産

　　　主に特殊鋼線事業における販売管理用ソフトウエア

であります。

（イ）無形固定資産

　　　　　　　　　　　同左　

②　リース資産の減価償却の方法

　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（２）重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであ

ります。

②　リース資産の減価償却の方法

　　　　　　　　　　　同左

　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

　　　　　　　　　　　

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

29 29 －

工具器具及び
備品

76 49 26

ソフトウエア 64 33 31
合計 170 112 57

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

工具器具及び
備品

56 42 14

ソフトウエア 64 46 18
合計 121 88 32
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額

１年内 25百万円

１年超 34百万円

合計 60百万円

１年内 24百万円

１年超 9百万円

合計 34百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 30百万円

支払利息相当額 2百万円

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 25百万円

支払利息相当額 1百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　　同左

（５）利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

（５）利息相当額の算定方法

　　　　　　　　　　同左

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年内 173百万円

１年超 519百万円

合計 693百万円

１年内 126百万円

１年超 211百万円

合計 337百万円
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　　 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入

   による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスク及び外貨建て債権債務の為替変動リスクを

　 回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制　　

　　 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては　

　 当社グループの与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先　

　 の信用状況を定期的に把握する体制としています。

　　 投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクが

　 ありますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を勘案し、市況や取引先企業との関係

　 を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

   　営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年以内の支払期日です。

　 　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内)

　 は主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクがありますが、このうち

　 長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契

   約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しています。ヘッジの有効性

   の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性

   の評価を省略しています。

     デリバティブ取引は、上記金利スワップの他、外貨建ての債権債務に係る為替の変動リスクに対する

　 ヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ

   対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本と

   なる重要な事項「４.会計処理基準に関する事項（5）重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。デ

   リバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デリ

   バティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関に限定した取引を行

　 っています。

　   また、営業債権債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次

　 に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金

　　額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。　

　 　　

２．金融商品の時価等に関する事項

  平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注２）参照）。
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                                                                （単位：百万円）　

　
連結貸借対照表

　計上額
時価 差額　

（1）現金及び預金

（2）預け金

（3）受取手形及び売掛金

（4）投資有価証券

　　　 その他有価証券　　 　

                  2,882

　

                  1,096

　

                  9,207

　

　　

               　   959

                  2,882

                  1,096

                  9,207

　

                    959

                   －

                   －

                   －

　

                   －

　資産計 14,146 14,146　　　　　　　   　－

　
（5）支払手形及び買掛金

（6）短期借入金

（7）長期借入金
　　

　
               10,314　

                9,640　

                5,701　
 

      
    10,314

                9,640

                5,717
       

　　　    
       　　　　　  －

                   －

                   16
                   

　負債計　 25,656 25,672　　　　　　　   　16

　デリバティブ取引（*） (10) (10)　　　　　　   　　－

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

　　 は、（ ）で示しております。　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　資　産

 （1）現金及び預金、（2）預け金並びに（3）受取手形及び売掛金

　　  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 （4）投資有価証券

　    投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事

　　項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

　　負　債 

 （5）支払手形及び買掛金、並びに（6）短期借入金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 （7）長期借入金

　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で

　　割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金のうち一部については、金利スワップの特

　　例処理の対象とされており（注記事項「デリバティブ取引関係」参照）、当該金利スワップと一体として処理された

　　元利金の合計額を、国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて算定する方法によっ

　　ております。

 　 デリバティブ取引

　　　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額88百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もること　

　

　　　などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投資有価証券　その他有価証券」に

　　　は含めておりません。　

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 １年以内

 現金及び預金

 　預金　

 預け金

 受取手形及び売掛金

　　　　　　

　　　　　　　　　2,858

　　　　　　　　　1,096

　　　　　　　　　9,207

　　合計　 　　　　　　　　 13,162

（注４）長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額

　　　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。　

　

　（追加情報）

　　　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融
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　　商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　　 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入

   による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスク及び外貨建て債権債務の為替変動リスク等　

　 を回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制　　

　　 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては　

　 当社グループの与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先　

　 の信用状況を定期的に把握する体制としています。

　　 投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクが

　 ありますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を勘案し、市況や取引先企業との関係

　 を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

   　営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年以内の支払期日です。

　 　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内)

　 は主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクがありますが、このうち

　 長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契

   約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しています。ヘッジの有効性

   の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性

   の評価を省略しています。

     デリバティブ取引は、上記金利スワップの他、外貨建ての債権債務に係る為替の変動リスクに対する

　 ヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引と、電力価格の変動リスクに対するヘッジを目的とした商品

　 スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの

   有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.会計処理

   基準に関する事項（5）重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。デリバティブ取引の執行・管理に

   ついては、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、

   信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関等に限定した取引を行っています。

　   また、営業債権債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次

　 に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金

　　額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。　

　 　　

２．金融商品の時価等に関する事項

  平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注２）参照）。
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                                                                （単位：百万円）　

　
連結貸借対照表

　計上額
時価 差額　

（1）現金及び預金

（2）預け金

（3）受取手形及び売掛金

（4）投資有価証券

　　　 その他有価証券　　 　

                  2,828

　

                  3,273

　

                 10,140

　　

966

                  2,828

                  3,273

                 10,140

　

966

                   －

                   －

                   －

　

                   －

　資産計 17,208 17,208　　　　　　　   　－

　
（5）支払手形及び買掛金

（6）短期借入金

（7）長期借入金
　　

　
               11,633　

                9,135　

                4,539　
 

      
    11,633

                9,135

                4,580
       

　　　    
       　　　　　  －

                   －

                   41
                   

　負債計　 25,308 25,350　　　　　　　   　41

　デリバティブ取引（*） (197) (197)　　　　　　   　　－

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

　　 は、（ ）で示しております。　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　資　産

 （1）現金及び預金、（2）預け金、並びに（3）受取手形及び売掛金

　　  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 （4）投資有価証券

　    投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事

　　項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

　　負　債 

 （5）支払手形及び買掛金、並びに（6）短期借入金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 （7）長期借入金

　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で

　　割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金のうち一部については、金利スワップの特

　　例処理の対象とされており（注記事項「デリバティブ取引関係」参照）、当該金利スワップと一体として処理された

　　元利金の合計額を、国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて算定する方法によっ

　　ております。

 　 デリバティブ取引

　　　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額70百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もること　

　

　　　などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投資有価証券　その他有価証券」に

　　　は含めておりません。　

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 １年以内

 現金及び預金　

 預け金

 受取手形及び売掛金

　　　　　　　　　2,828

　　　　　　　　　3,273

　　　　　　　 　10,140

　　合計　 　　　　　　　　 16,241

（注４）長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額

    ５年以内に返済予定のものについては、連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。なお、５年超の長

　期借入金は、５百万円であります。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成22年３月31日現在）

(1）その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

　

　

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

　

 (1) 株式

 (2) 債券　

   ① 国債・地方債

　　　等　

   ② 社債

　 ③ その他　

 (3) その他　

533

　

　

－　

－　

－　

－　

　335

　

    　

－　

－　

－　

－　

197

　

    　

－　

－　

－　

－　　

　 　　　 小計 533　 335　 197　

　

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの　

 (1) 株式

 (2) 債券　

   ① 国債・地方債

　　　等　

   ② 社債

　 ③ その他　

 (3) その他　

414

    　

    　

－　

－　

－　

－　

　486

    　

    　

－　

－　

－　

－　

△72

    　

    　

－　

－　

－　

－　　

　 小計 414 486 △72

合計 947 822 125

　　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　88百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

(2）減損処理を行った有価証券

　　　　　当連結会計年度において、その他有価証券の株式９百万円減損処理を行っております。

　　　　　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

　　　　行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

　　　　て減損処理を行っております。
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当連結会計年度（平成23年３月31日現在）

(1）その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

　

　

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

　

 (1) 株式

 (2) 債券　

   ① 国債・地方債

　　　等　

   ② 社債

　 ③ その他　

 (3) その他　

600

　

　

－　

－　

－　

－　

　342

　

    　

－　

－　

－　

－　

257

　

    　

－　

－　

－　

－　　

　 　　　 小計 600　 342　 257　

　

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの　

 (1) 株式

 (2) 債券　

   ① 国債・地方債

　　　等　

   ② 社債

　 ③ その他　

 (3) その他　

366

    　

    　

－　

－　

－　

－　

　503

    　

    　

－　

－　

－　

－　

△137

    　

    　

－　

－　

－　

－　　

　 小計 366 503 △137

合計 966 846　 120

　　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　70百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

(2）減損処理を行った有価証券

　　　　　該当事項はありません。　
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（デリバティブ取引関係）

　　　前連結会計年度（平成22年３月31日）

　　　（1）ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　   通貨関連

　　

区分　　　

　

　

取引の種類　

　

契約額等

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　　　　　

時価

（百万円）　

評価損益

（百万円）　

　

　市場取

引以外

の取引　
　
　

 為替予約取引

　 売建

　　 ユーロ

　 　米ドル 

　

　

　        1,513　

            248

　

　

　　　　　　 －

　           －

　

　

　       　 △6

            △0

　

　

　          △6

　          △0

　 買建

　　 ユーロ

　　 スウェーデンクローナ　

　

　           41

　           80　

　

　           －

　           －　

　

　          △0

　          △3　

　

　          △0

　          △3

合計 　        1,882　        　 － 　       △10   　      △10

　（注）時価の算定方法

　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。　

　　　（2）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引　　　　

　　　　　 金利関連　

　ヘッジ会計　

の方法　　

　

取引の種類

　

　

主なヘッジ対象　

　

契約額等

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　

時価

（百万円）　

金利スワップ

の特例処理　

金利スワップ取引

 変動受取・固定支払
長期借入金　 　　　　　3,144　　　　 　　　　　2,260　 (注)

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

　　　その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。　
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　　　当連結会計年度（平成23年３月31日）

　　　（1）ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　   通貨関連

　　

区分　　　

　

　

取引の種類　

　

契約額等

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　　　　　

時価

（百万円）　

評価損益

（百万円）　

　

　市場取

引以外

の取引　
　
　

 為替予約取引

　 売建

　　 ユーロ

　 　米ドル 

　

　

151　

162

　

　

－

－

　

　

7

△0

　

　

7

△0

合計 314 － 　       6   　      6

　（注）時価の算定方法

　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。　

　　　

      （2）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引　　　　

　　　　　 通貨関連

　　

ヘッジ会計の　

方法　　

　

　

取引の種類　

　

主なヘッジ

対象　

契約額等

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　　　　　

時価

（百万円）　

原則的

処理方法　

 為替予約取引

　 売建

　　 ユーロ

　

売掛金・買掛金　

　

　

　2,520

　

　

－

　

　

77

合計 2,520 － 　       77

　（注）時価の算定方法

　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　

　　　　　金利関連　

　

ヘッジ会計　

の方法　　

　

取引の種類

　

　

主なヘッジ対象　

　

契約額等

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　

時価

（百万円）　

金利スワップ

の特例処理　

金利スワップ取引

 変動受取・固定支払
長期借入金　 　　　　　2,370　　　　 　　　　　1,476　 (注)

　（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

　　　　その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。　

　

　　　　　商品関連

　

ヘッジ会計　

の方法　　

　

取引の種類

　

　

主なヘッジ対象　

　

契約額等

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　

時価

（百万円）　

原則的　　　処理

方法　

商品スワップ取引

 変動受取・固定支払
電力料金　 　　　　　402　　　　 　　　　　200　 　　　　　112

　（注）時価の算定方法

　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一

時金制度及び確定給付企業年金制度を設けております。

連結子会社のうち４社は中小企業退職共済制度に加盟し

ております。

１．採用している退職給付制度の概要

同左 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務 3,019百万円

(2）年金資産 886百万円

(3）退職給付引当金 2,012百万円

(4）その他の退職給付債務に関する事項  

未認識数理計算上の差異の未処理額 120百万円

(1）退職給付債務 3,642百万円

(2）年金資産 942百万円

(3）退職給付引当金 2,096百万円

(4）その他の退職給付債務に関する事項  

未認識数理計算上の差異の未処理額 603百万円

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法

を使用しております。

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法

を使用しております。

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

(1）退職給付費用 302百万円

(2）勤務費用 166百万円

(3）利息費用 44百万円

(4）その他の退職給付費用に関する事項  

数理計算上の差異の費用処理額 66百万円

期待運用収益 △13百万円

臨時に支払った割増退職金 37百万円

(1）退職給付費用 339百万円

(2）勤務費用 215百万円

(3）利息費用 43百万円

(4）その他の退職給付費用に関する事項  

数理計算上の差異の費用処理額 70百万円

期待運用収益 △15百万円

臨時に支払った割増退職金 25百万円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）割引率 2.2％

(2）期待運用収益率（確定給付企業年金） 2.0％

(3）退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準

(4）その他の退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

数理計算上の差異の処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存期間以内の一定の年数

による定額法により、翌連結会計年度から費用処理

することとしております。）

過去勤務債務の額の処理年数 発生時に一括処理

(1）割引率 2.2％

(2）期待運用収益率（確定給付企業年金） 2.0％

(3）退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準

(4）その他の退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

数理計算上の差異の処理年数 10年

（同左）

 

 

過去勤務債務の額の処理年数 発生時に一括処理

 

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

  (百万円) 

  繰延税金資産   

  退職給付引当金 575 

  棚卸資産評価減 

  繰越欠損金

156

422

 

 

  貸倒引当金繰入限度超過額 6 

  賞与引当金繰入額 182 

  役員退職慰労引当金繰入額 70 

  投資有価証券評価損損金不算入額 41 

  その他 44 

  繰延税金資産小計 1,500 

  評価性引当額 △41 

  繰延税金資産合計 1,458 

  繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額

  子会社の資産の評価差額 

△40

 △19

 

 

  その他 △766 

  繰延税金負債合計 △827 

  繰延税金資産（負債）の純額 631 

  (百万円) 

  繰延税金資産   

  退職給付引当金 601 

  棚卸資産評価減 

  繰越欠損金

212

66

 

 

  貸倒引当金繰入限度超過額 92 

  賞与引当金繰入額 202 

  役員退職慰労引当金繰入額 79 

  投資有価証券評価損損金不算入額 30 

  その他 188 

  繰延税金資産小計 1,473 

  評価性引当額 △298 

  繰延税金資産合計 1,174 

  繰延税金負債   

 繰延ヘッジ損益 

 その他有価証券評価差額

 子会社の資産の評価差額 

 留保利益の税効果　

△49　

△48

△65　

 △18

 

 

 その他 △693 

  繰延税金負債合計 △876 

  繰延税金資産（負債）の純額 297 

 

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

 （百万円）

 流動資産－繰延税金資産 437

 固定資産－繰延税金資産  981

 固定負債－繰延税金負債  787

 

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

 （百万円）

 流動資産－繰延税金資産 482

 固定資産－繰延税金資産  521

 固定負債－繰延税金負債  706

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

（％）　

法定実効税率　　　　　　　      　　　       40.4

（調整）　

　連結調整勘定当期償却額

　海外子会社税率差異　

　交際費等の永久に損金に算入されない項目

　受取配当等永久に益金に算入されない項目

　住民税均等割等

　税効果のない申告調整項目

　連結調整項目

  その他　

14.7

9.1　

2.4　

△2.7

3.5

2.1　

2.9　

△3.9　

　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　 　68.5

（％）　

法定実効税率 40.4

（調整）　

　連結調整勘定当期償却額

　海外子会社税率差異　

　交際費等の永久に損金に算入されない項目

　受取配当等永久に益金に算入されない項目

　住民税均等割等

　評価性引当額の増減

　連結調整項目

  その他　

5.9

△7.9　

0.4　

△0.2

0.3

4.9　

△1.3　

0.3　

　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　 42.8
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
特殊鋼線事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 34,811 155 34,966 － 34,966

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 1 1 (1) －

計 34,811 156 34,968 (1) 34,966

営業費用 34,685 51 34,736 (1) 34,735

営業利益 126 104 231 － 231

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出      

資産 41,153 656 41,810 1,813 43,624

減価償却費 1,623 19 1,642 － 1,642

資本的支出 549 － 549 － 549

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、特殊鋼線事業、その他の事業に区分しており

ます。

２．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,813百万円であり、その内容は親会社の余資運

用資金（現金及び預金、預け金）、長期投資資金（投資有価証券）であります。

３．各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

特殊鋼線事業 ピアノ線、鋼線、ステンレス鋼線・その他製品

その他の事業 不動産賃貸業、保険代理業務、飲食業

【所在地別セグメント情報】

　　　　　　前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　
日本　　

（百万円）　　　　

欧州

（百万円）　

その他

（百万円）　

計

（百万円）　

消去又は全社

（百万円）　

連結

（百万円）　

　売上高

(1)外部顧客に対

する売上高

(2)セグメント間

の内部売上高又

は振替高　

　
28,305

　
　5,036

　

　
3,837
　
653
　

　　
2,823　

 
29
　

　
34,966　

　　
5,719
　

　　
－　　
　

(5,719)
　

　
34,966　　

　
－
　

　計 　33,342 　4,491 　2,852 　40,686 　(5,719) 　34,966

営業費用　 32,815 4,713 2,773 40,302 (5,567) 34,735

営業利益又は

営業損失(△）
　526 　△222 　78 　383 　(152) 　231

資産 　41,543 　8,949 　4,976 　55,469　(11,845)　43,624
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　　　（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

　　　  ２.日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　（1）欧州　…　スウェーデン、ドイツ

　　　　（2）その他の地域　…　中国、アメリカ

　　　　３.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,813百万円であり、その内容は親会社の

　　　　   余資運用資金（現金及び預金、預け金）、長期投資資金（投資有価証券）であります。

　

【海外売上高】

　　　 　　 前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　 欧州　　　　　　　　　　 その他 計

　Ⅰ　海外売上高（百万円）　 　　　　　 　3,620 　　   　 　5,155　　 　　　　8,776

　Ⅱ　連結売上高（百万円）　　 　 　 　　   　　 34,966

　Ⅲ　連結売上高に占める海外

　　　の売上高の割合（％）
　　　   　 　10.4 　　　　    　14.7 　　　　  　　25.1

（注）１.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　２.各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。　

　　　（1）欧州　…　ドイツ、スウェーデン他

　　　（2）その他　…　中国、タイ、米国他

　　　３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

【セグメント情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．報告セグメントの概要

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

    当社は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、「特殊鋼線事業」を報告セグメントとして

  おります。「特殊鋼線事業」は、ピアノ線、鋼線、ステンレス鋼線・その他の製品を生産・販売しており

  ます。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

  報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベースの数値であります。

  セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

EDINET提出書類

鈴木金属工業株式会社(E01286)

有価証券報告書

 67/109



３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）

（単位：百万円） 

　

　

報告セグメント　　 その他

（注）
合計　

特殊鋼線 計

売上高

　外部顧客への売上高

　

34,811

　

34,811

　

155

　

34,966　

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高　
－ － 1 1

計 　34,811 　34,811 　156 　34,968

セグメント利益　 　439 　439 　104 　543

セグメント資産　 　41,153 　41,153 　656 　41,810

その他の項目　 　 　 　 　

　減価償却費　 　1,623 　1,623 　19 　1,642

　持分法適用会社への投資額　 　98 　98 　－ 　98

　有形固定資産及び無形固定

　資産の増加額　
　549 　549 　－ 　549

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び飲　

　　　　 食事業、保険代理事業を含んでおります。

　

    当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：百万円） 

　

　

報告セグメント　　 その他

（注）
合計　

特殊鋼線 計

売上高

　外部顧客への売上高

　

50,429

　

50,429

　

151

　

50,581　

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高　
－ － 1 1

計 　50,429 　50,429 　153 　50,582

セグメント利益　 　3,654 　3,654 　99 　3,753

セグメント資産　 　41,473 　41,473 　636 　42,110

その他の項目　 　 　 　 　

　減価償却費　 　1,801 　1,801 　19 　1,821

　持分法適用会社への投資額　 　118 　118 　－ 　118

　有形固定資産及び無形固定

　資産の増加額　
　1,744 　1,744 　－ 　1,744

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び飲　

　　　　 食事業を含んでおります。
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

（単位：百万円） 

売上高　　　 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計

「その他」の区分の売上高

セグメント間取引消去

34,811　

156　

△1　　　

50,429　

153　

△1　　　

連結財務諸表の売上高 　34,966 　50,581

　

（単位：百万円） 

利益　　　 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計

「その他」の区分の利益

セグメント間取引消去

のれんの償却額　

439　

104　

－　

△312　　

3,654　

99　

－　

△531　　

連結財務諸表の営業利益　 　231 　3,222

　

（単位：百万円） 

資産　　　 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計

「その他」の区分の資産

全社資産（注）　

41,153　

656　

1,813　　　

41,473　

636　

4,202　　

連結財務諸表の資産合計　 　43,624 　46,312

　　　　　　　（注）全社資産は主に報告セグメントに帰属しない親会社の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資

　　　　　　　　　　金（投資有価証券）であります。

（単位：百万円） 

その他の項目

報告セグメント計　 その他 調整額　 連結財務諸表計上額　

 前連結会

 計年度　

 当連結会

 計年度

 前連結会

 計年度

 当連結会

 計年度　

 前連結会

 計年度　

 当連結会

 計年度 

 前連結会

 計年度　

 当連結会

 計年度　

 減価償却費 　1,6231,801 19　 19　 　－ 　－ 　1,642　1,821

 有形固定資産及び無

　

 形固定資産の増加額

549　 　1,744 －　 －　 　－ 　－ 　549 　1,744
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【関連情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書上の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　（単位：百万円）

日本 欧州　 アジア その他 合計

30,463　 10,496　 5,291　 4,328　 50,581　

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。　

　

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 欧州　 アジア その他 合計

8,122　 1,970　 2,145　 905　 13,144　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：百万円）　

　 特殊鋼線　 その他 全社・消去 合計

減損損失　 16　 　12 　－ 　29

　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：百万円）　

　 特殊鋼線 その他 全社・消去　 合計

　当期償却額 　531 　－ 　－ 　531

　当期末残高 　4,915 　－ 　－ 　4,915

　

　なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下

のとおりであります。

（単位：百万円）

　 特殊鋼線 その他 全社・消去　 合計

　当期償却額 　55 　－ 　－ 　55

　当期末残高 　69 　－ 　－ 　69

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

（追加情報）　

　当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。
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【関連当事者情報】

    前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

  １.関連当事者との取引 

  （１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

  連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社　

種類
会社等の
名称

所在地

資本金
又は出
資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

  関連当事者
  との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の親会社
を持つ会社

ニッテツ
ファイナ
ンス㈱

東京都
千代田
区

1,000
金銭の貸付
・金銭債権
の買取

－ 資金の預託先
受取利息　
資金の預入
資金の払戻　

3　
6,573　
5,479

預け金 1,096

　　（注）資金の預託については、当社の余剰資金運用の一環として行っているものであり、随時、預託及び回収が

　　　　　　可能なものであります。なお、利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。

  （２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

  　 記載すべき重要なものはありません。　

　

  ２.親会社又は重要な関連会社に関する注記

　     親会社情報

　     新日本製鐵㈱(上場証券取引所：東京、大阪、名古屋、福岡、札幌)　

　　　　  

    当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

  １.関連当事者との取引 

  （１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

  連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社　

種類
会社等の
名称

所在地

資本金
又は出
資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

　関連当事者
  との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の親会社
を持つ会社

ニッテツ
ファイナ
ンス㈱

東京都
千代田
区

1,000
金銭の貸付
・金銭債権
の買取

－ 資金の預託先
受取利息　
資金の預入
資金の払戻　

2　
7,363　
5,189

預け金 3,273

　　（注）資金の預託については、当社の余剰資金運用の一環として行っているものであり、随時、預託及び回収が

　　　　　　可能なものであります。なお、利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。

  （２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

  　 記載すべき重要なものはありません。　

　

  ２.親会社又は重要な関連会社に関する注記

　     親会社情報

　     新日本製鐵㈱(上場証券取引所：東京、大阪、名古屋、福岡、札幌)　
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（企業結合等関係）

　  前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結

　　　　合後企業の名称及び取得した議決権比率　

　（１）被取得企業の名称及び事業の内容

　　　被取得企業の名称　　　　　　Haldex　Garphyttan　AB

　　　事業の内容　　　　　　　　　自動車向けオイルテンパー線、ステンレス鋼線等の製造及び販売　

　（２）企業結合を行った主な理由

　　    日本における拠点に加え、欧州・北米・中国の拠点をグループとして取り込むことで、グローバルな最適

      生産体制を構築し、従来の日系自動車関連需要と新たに非日系自動車関連需要を捕捉すること、及び技術・

      開発ノウハウの相互提供等のシナジー効果を発現することを目的として株式を取得いたしました。

　（３）企業結合日

　　　平成21年６月１日

　（４）企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称

　　　企業結合の法的形式　　　株式取得

　　　結合後企業の名称　　　　Suzuki Garphyttan AB

  （５）取得した議決権比率

　　　100％

　

  ２．連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　平成21年６月１日から平成21年12月31日

　

  ３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　取得の対価　　　　　　　Suzuki Garphyttan ABの普通株式　3,908百万円

　取得に直接要した費用　　アドバイザリー費用等 　776百万円

　取得原価 　4,684百万円

　

  ４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　（１）発生したのれんの金額

　　　  5,293百万円　　

　（２）発生原因

　　    主として今後の事業展開によって期待される、将来の超過収益力の合理的な見積りにより発生したものであ

      ります。　

　（３）償却方法及び償却期間

　　　  10年間で均等償却

　

  ５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　流動資産 　4,071百万円

　固定資産 　5,719百万円

　　資産合計 　9,790百万円

　流動負債 　7,593百万円

　固定負債　 　1,555百万円

　　負債合計　 　9,149百万円
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  ６．企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響 

      の概算額

　売上高　　 　  2,578百万円

　営業損失（△） 　  △920百万円

　経常損失（△） 　△1,026百万円

　税金等調整前当期純損失（△） 　△1,026百万円

　当期純損失（△） 　  △704百万円

　１株当たり当期純損失（△） 　   △14円63銭

  （概算額の算定方法）

　  企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定し、連結会計年度開始の日から取得日の前日までの被取得企

  業の売上高及び損益情報に、取得企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報を加算することにより算定さ

　れた売上高及び損益情報と、取得企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額と

　しております。

　　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

　  当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　　取得による企業結合 

  １．企業結合の概要

　 　(1)被取得企業の名称及び事業の内容

　　　    被取得企業の名称　　Thai Special Wire Co.,Ltd.

          事業の内容　　　　　PC鋼線及びばね線の製造及び販売

　   (2)企業結合を行った主な理由と取得企業を決定するに至った主な根拠　

　    当社は、2009年にHaldex Garphyttan AB（本社スウェーデン、現社名「Suzuki Garphyttan AB」）の全株式を

    取得し、今後も成長が見込まれる自動車市場向けの弁ばね用ワイヤメーカーとして主として日本、中国、欧州及

    び北米でのグローバル事業展開を進めております。

      Thai Special Wire Co.,Ltd.は、タイに本社を置く、PC鋼線及びばね用鋼線のワイヤメーカーであり、当社は

    1974年の設立時から出資を行い、これまで事業パートナーとして共同営業や技術支援等を行ってまいりました。

    今般、Thai Special Wire Co.,Ltd.の持つ顧客基盤や技術力を最大限に活用するため同社の子会社化が必要であ

    ると考え、Thai Special Wire Co.,Ltd.の筆頭株主である住友商事株式会社が保有する株式のうち一部株式を譲

　　り受け、当社の子会社とすることとしました。

　　  今回のThai Special Wire Co.,Ltd.の株式取得及び子会社化により、内需が縮小し競合激化が予想される事業

　　環境下、当社はタイというアジア市場でも良好な立地条件で事業基盤を獲得することとなり、同地域での伸びゆ

　　く需要の捕捉が見込めることに加え、当社のグローバル競争力強化の重要な柱としてこの後の製造体制の再構築

　　を図ることが可能になると考えております。

　    また、今後は当社の製造技術を導入し、高品質のばね線用鋼線を製造・販売することにより同地域の二輪車及

　  び四輪車等の需要を捉え、一層のグローバル事業展開を進めてまいります。

  　 (3)企業結合日

　　　　  平成23年３月１日

     (4)企業結合の法的形式

　　　　  株式取得

　   (5)結合後企業の名称

　　      Thai Special Wire Co.,Ltd.

　   (6)取得した議決権比率

　　　　  取得直前に所有していた議決権比率　13.5％

　 　　 　企業結合日に追加取得した議決権比率　37.5％

　　　　  取得後の議決権比率　51.0％　

　

　２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

　　  　 当連結会計年度においては、平成23年３月31日を取得日として、貸借対照表科目のみ連結しているため、該当

　　　 事項はありません。
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  ３．被取得企業の取得原価及びその内訳　 　　　　                     　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
       　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　取得の対価 取得直前に保有していたThai Special Wire Co.,Ltd.の普通株式の

企業結合日における時価 　　　230百万円　　　

　 企業結合日に取得したThai Special Wire Co.,Ltd.の普通株式　　　640百万円

　取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 　 　　24百万円

　取得原価 　 　　　895百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　４.被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

　　 段階取得に係る差益　175百万円

　

　５.発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　 　 (1)発生したのれんの金額

　　　　 475百万円

　    (2)発生原因

　　　　   主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的見積もりにより発生したものであり 

         ます。

　    (3)償却方法及び償却期間

　　　　 ５年で均等償却

　

　６.企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　 　 　989百万円

固定資産　 　 　399百万円

　資産合計
　

　 1,389百万円
　

流動負債　 　 　414百万円

固定負債 　 　143百万円

　負債合計 　 　558百万円
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額          200円56銭          223円3銭

１株当たり当期純利益金額又は１株

当たり当期純損失金額（△） 
   △0円33銭    27円64銭

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）　　（百

万円）
△15 1,476

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は　　　　当期

純損失（△）（百万円）
△15 1,476

普通株式の期中平均株式数（千株） 48,175 53,412

 

（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 7,331 7,430 0.92 －

１年以内に返済予定の長期借入金 2,309 1,705 1.41 －

１年以内に返済予定のリース債務 3 5 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 5,701 4,539 1.62平成24年～28年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 10 8 － 平成24年～28年　

合計 15,355 13,687 － －

(注)１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会計年度に配分し

ているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の

とおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金 1,594 1,445 1,219 274

リース債務 3 2 1 0

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。　

　

　

（２）【その他】

　　　　 当連結会計年度における四半期情報　 

 

第１四半期

自平成22年４月１日

至平成22年６月30日 

第２四半期

自平成22年７月１日

至平成22年９月30日

第３四半期

自平成22年10月１日

至平成22年12月31日 

第４四半期

自平成23年１月１日

至平成23年３月31日 

売上高（百万円） 12,726 12,915 12,143 12,795

税金等調整前四半期

純利益金額　　　（百

万円）

723 1,054 594 883

四半期純利益金額

（百万円） 
281 464 333 396

１株当たり四半期純

利益金額（円）
5.28 8.69 6.25 7.43
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 449 720

預け金 ※1
 1,096

※1
 3,273

受取手形 762 758

売掛金 ※2
 2,708

※2
 2,034

商品及び製品 1,416 1,395

仕掛品 1,116 1,015

原材料及び貯蔵品 558 584

前払費用 37 35

繰延税金資産 261 328

未収入金 ※2
 705

※2
 693

短期貸付金 ※2
 1,638

※2
 1,589

その他 12 5

貸倒引当金 △42 △39

流動資産合計 10,721 12,395

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,076 1,922

構築物（純額） 242 209

機械及び装置（純額） 2,218 2,014

車両運搬具（純額） 1 3

工具、器具及び備品（純額） 98 66

土地 1,957 1,910

建設仮勘定 7 15

有形固定資産合計 ※4, ※5
 6,604

※4, ※5
 6,141

無形固定資産

ソフトウエア 70 48

施設利用権 4 4

その他 － 20

無形固定資産合計 74 73

投資その他の資産

投資有価証券 905 883

関係会社株式 8,634 9,229

従業員長期貸付金 18 10

長期前払費用 10 6

繰延税金資産 619 434

保証敷金 159 159

その他 58 50

貸倒引当金 △10 △14

投資その他の資産合計 10,396 10,759

固定資産合計 17,075 16,974

資産合計 27,797 29,370

EDINET提出書類

鈴木金属工業株式会社(E01286)

有価証券報告書

 78/109



(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※3
 4,677

※3
 4,533

短期借入金 4,235 5,035

1年内返済予定の長期借入金 ※5
 1,794

※5
 1,482

未払金 177 360

未払費用 314 287

未払法人税等 23 54

前受金 25 25

預り金 ※3
 534

※3
 1,772

賞与引当金 270 312

災害損失引当金 － 18

その他 114 76

流動負債合計 12,166 13,958

固定負債

長期借入金 ※5
 4,583

※5
 3,700

退職給付引当金 1,106 1,081

役員退職慰労引当金 116 135

預り保証敷金 339 297

固定負債合計 6,145 5,215

負債合計 18,312 19,173

純資産の部

株主資本

資本金 3,634 3,634

資本剰余金

資本準備金 2,408 2,408

その他資本剰余金 10 10

資本剰余金合計 2,419 2,419

利益剰余金

利益準備金 196 196

その他利益剰余金

別途積立金 2,500 2,500

繰越利益剰余金 824 1,526

利益剰余金合計 3,520 4,222

自己株式 △144 △144

株主資本合計 9,429 10,131

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 55 65

評価・換算差額等合計 55 65

純資産合計 9,484 10,197

負債純資産合計 27,797 29,370
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 16,176 18,893

売上原価

製品期首たな卸高 1,410 1,416

当期製品製造原価 ※7
 13,602

※7
 14,907

当期製品仕入高 2,146 2,207

原価差額 ※1
 △157

※1
 119

合計 17,002 18,651

他勘定振替高 ※2
 784

※2
 365

製品期末たな卸高 1,416 1,395

製品売上原価 ※4, ※8
 14,801

※4, ※8
 16,889

売上総利益 1,374 2,003

販売費及び一般管理費 ※3, ※7
 1,645

※3, ※7
 1,684

営業利益又は営業損失（△） △270 318

営業外収益

受取利息 54 31

受取配当金 26 ※4
 804

受取賃貸料 ※4
 139

※4
 144

為替差益 421 24

その他 41 33

営業外収益合計 683 1,038

営業外費用

支払利息 174 124

営業債権売却損 4 7

賃貸収入原価 15 18

その他 8 25

営業外費用合計 202 175

経常利益 209 1,181

特別利益

関係会社株式売却益 31 4

特別利益合計 31 4

特別損失

固定資産除却損 ※5
 3

※5
 21

固定資産売却損 － ※6
 79

投資有価証券評価損 9 －

関係会社株式評価損 － 124

ゴルフ会員権評価損 6 6

減損損失 － ※9
 29

災害による損失 － ※10
 33

特別損失合計 19 295

税引前当期純利益 220 889

法人税、住民税及び事業税 11 76

法人税等調整額 91 110

法人税等合計 102 187

当期純利益 117 702
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  6,256 48.8 7,061 48.9

Ⅱ　労務費  2,355 18.4 2,554 17.7

Ⅲ　経費  4,199 32.8 4,810 33.3

(うち外注加工費)  (624) (706) 

(うち減価償却費)  (753) (722) 

(うち電力費)  (542) (649) 

(うち現業用消耗品費)  (280) (338) 

当期総製造費用  12,811100.0 14,425100.0

期首仕掛品たな卸高  1,241 1,116 

他勘定振替高 ※１ 666  381  

合計  1,907 1,498 

期末仕掛品たな卸高  1,116 1,015 

当期製品製造原価  13,602 14,907 

　※１　他勘定振替高は、主として製品勘定よりの受入額であります。

　当社の原価計算の方法は、直接原価計算を採用しておりますが、期末に洗替計算方式により期間原価を仕掛品・製品に

配賦しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,900 3,634

当期変動額

新株の発行 1,734 －

当期変動額合計 1,734 －

当期末残高 3,634 3,634

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 699 2,408

当期変動額

新株の発行 1,708 －

当期変動額合計 1,708 －

当期末残高 2,408 2,408

その他資本剰余金

前期末残高 10 10

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10 10

資本剰余金合計

前期末残高 710 2,419

当期変動額

新株の発行 1,708 －

当期変動額合計 1,708 －

当期末残高 2,419 2,419

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 196 196

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 196 196

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,500 2,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,500 2,500

繰越利益剰余金

前期末残高 706 824

当期変動額

当期純利益 117 702

当期変動額合計 117 702

当期末残高 824 1,526
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 3,402 3,520

当期変動額

当期純利益 117 702

当期変動額合計 117 702

当期末残高 3,520 4,222

自己株式

前期末残高 △143 △144

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △144 △144

株主資本合計

前期末残高 5,869 9,429

当期変動額

新株の発行 3,442 －

当期純利益 117 702

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 3,559 702

当期末残高 9,429 10,131

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △103 55

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

158 10

当期変動額合計 158 10

当期末残高 55 65

繰延ヘッジ損益

前期末残高 32 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△32 －

当期変動額合計 △32 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 △70 55

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

125 10

当期変動額合計 125 10

当期末残高 55 65
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

純資産合計

前期末残高 5,799 9,484

当期変動額

新株の発行 3,442 －

当期純利益 117 702

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 125 10

当期変動額合計 3,685 712

当期末残高 9,484 10,197
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの：決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定）

その他有価証券

時価のあるもの：同左

 時価のないもの：移動平均法による原価

法

時価のないもの：同左

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品、仕掛品　総平均法による原価法(収益

性の低下による簿価切下げ

の方法）

製品、仕掛品　　　　　　同左

　 原材料　　　　先入先出法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げ

の方法）

原材料　　　　　　　　　同左　

　 貯蔵品　　　　最終仕入原価法による原価法

（収益性の低下による簿価

切下げの方法）

貯蔵品　　　　　　　　　同左

　 　

 

　

 

４．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産（リース資産を除く）

建物、構築物　　　　定額法

機械及び装置　　　　定率法

有形固定資産（リース資産を除く）

建物　　　　　　　　定額法

構築物　　　　　　　定率法

　 車両運搬具　　　　　定率法

工具、器具及び備品　定率法

機械及び装置　　　　定率法

車両運搬具　　　　　定率法

　 　 工具、器具及び備品　定率法

　 　 　

　 　なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

　　　建物　　　　５～65年 

　　　機械装置　　14・15年

なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

　　　建物　　　　５～65年 

　　　機械装置　　14・15年

　  （会計方針の変更） 

　当社は、従来、構築物の償却方法について

定額法を採用しておりましたが、平成21年

６月に新日本製鐵㈱の連結子会社となった

ことを機に会計処理基準の統一を図るた

め、当事業年度より、定率法に変更しており

ます。

  これによる損益に与える影響は軽微なも

のであります。
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項目 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては

社内における見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース

取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

リース資産

同左

 長期前払費用　　　定額法 長期前払費用　 　同左　

５．引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。

② 賞与引当金

同左

 ③ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。

　過去勤務差異は、その発生年度に費用処理

しております。

③ 退職給付引当金

同左 

 （会計方針の変更）

　当事業年度より、「「退職給付に係る会計

基準」の一部改正（その３）」（企業会計

基準第19号　平成20年７月31日）を適用し

ております。

　なお、これによる営業損失、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響はありませ

ん。　
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項目 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 ④ 役員退職慰労引当金

　平成20年６月26日開催の取締役会におい

て役員退職慰労金の廃止を決定し、廃止に

伴う打切り日（平成20年６月26日）までの

在任期間に対応する退職慰労金として、従

来の役員退職慰労金規定に基づいて平成20

年６月26日における支給見込額を計上して

おります。また執行役員の退職慰労金の支

出に備えるため、執行役員退職慰労金規定

に基づく当事業年度末要支給額を、役員退

職慰労引当金に含めて計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

同左

 ⑤ 役員賞与引当金 

　役員賞与の支給に備えるため、支給見込額

を計上しております。

　なお、当事業年度は当該引当金の計上を

行っておりません。 

⑤ 役員賞与引当金 

　

　 　

　

⑥災害損失引当金

　平成23年３月11日に発生した東日本大震

災に伴う復旧費用等の支出に備えるため、

その見積もり額を計上しております。　　

６. 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準　

　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

　為替相場により円貨に換算し、換算差額

　は損益として処理しております。　

同左　

７．ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理を採用して

おります。

　なお、金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしている場合には特例処

理を採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

 （ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

 金利スワップ

 為替予約 

借入金の利息

外貨建金銭債権債務等

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

同左 同左

 ③　ヘッジ方針

　当社グループ内で規定されたデリバ

ティブ取引に関する管理体制に基づき、

ヘッジ対象に係る相場変動リスク、

キャッシュ・フロー変動リスクを一定の

範囲内でヘッジしております。

③　ヘッジ方針

　　　　　　　同左

 ④　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ

・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場

変動又はキャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率によって有

効性を評価しております。

　ただし、特例処理によっているスワップ

については、有効性の評価を省略してお

ります。

④　ヘッジの有効性評価の方法

　　　　　　　同左

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

　消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　 （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。　

  

【表示方法の変更】

 前事業年度

（自　平成21年４月１日

　　 至　平成22年３月31日） 

 当事業年度

（自　平成22年４月１日

　　 至　平成23年３月31日） 

 （貸借対照表）

　前事業年度まで区分掲記しておりました「仮払金」（当

事業年度末残高12百万円）は、資産の総額の100分の１以

下となったため、流動資産の「その他」に含めて表示する

ことにしました。　
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

項目 前事業年度（平成22年３月31日） 当事業年度（平成23年３月31日）

預け金勘定　

※１　

　預け金は新日本製鐵㈱の連結子会社であ

るニッテツ・ファイナンス㈱のＣＭＳであ

り、当事業年度より導入しております。　

　預け金は新日本製鐵㈱の連結子会社であ

るニッテツ・ファイナンス㈱のＣＭＳであ

ります。　

関係会社に対する資産

※２

売掛金 415百万円

未収入金

短期貸付金　

284

1,638　

百万円

百万円　

売掛金 342百万円

未収入金

短期貸付金　

196

1,584　

百万円

百万円　

関係会社に対する負債

※３

買掛金 503百万円

預り金 399百万円

買掛金 341百万円

預り金 1,360百万円

有形固定資産減価償却累計額

※４

　　　　　              17,103百万円 　　　                  17,634百万円

担保の状況

※５

　有形固定資産のうち担保に供している資

産並びに担保付債務は次のとおりでありま

す。

　有形固定資産のうち担保に供している資

産並びに担保付債務は次のとおりでありま

す。

 

担保資産    
建物 1,040百万円 (1,040百万円)

構築物 17百万円 (17百万円)

機械及び装

置
1,924百万円 (1,924百万円)

土地 1,860百万円 (1,860百万円)

合計 4,842百万円 (4,842百万円)

担保付債務    
１年内返済

長期借入金
1,367百万円 (1,367百万円)

長期借入金 4,090百万円 (4,090百万円)

合計 5,457百万円 (5,457百万円)

担保資産    
建物 1,007百万円 (1,007百万円)

構築物 15百万円 (15百万円)

機械及び装

置
1,749百万円 (1,749百万円)

土地 1,860百万円 (1,860百万円)

合計 4,633百万円 (4,633百万円)

担保付債務    
１年内返済

長期借入金
1,248百万円 (1,248百万円)

長期借入金 3,441百万円 (3,441百万円)

合計 4,690百万円 (4,690百万円)

 
　上記のうち（　）内書は工場財団抵当並び

に当該債務を示しております。

　上記のうち（　）内書は工場財団抵当並び

に当該債務を示しております。

偶発債務

６

（１）債務保証

次の関係会社等について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っております。

保証先
金額

(百万円）
内容

鈴木住電ステンレ

ス㈱
230　借入債務

Suzuki

Garphyttan AB
583　年金債務

鈴木加普騰　　　

（蘇州）有限公司　
681　借入債務

　計 1,494 －

（１）債務保証

次の関係会社等について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っております。

保証先
金額

(百万円）
内容

鈴木住電ステンレ

ス㈱
110　借入債務

Suzuki

Garphyttan AB
578　年金債務

鈴木加普騰　　　

（蘇州）有限公司　
768　借入債務

　計 1,457 －

　 （２）保証予約

保証先
金額

(百万円）
内容

鈴木住電鋼線製品

（広州）有限公司
237　借入債務

　計 237 －

 

（２）保証予約

保証先
金額

(百万円）
内容

鈴木住電鋼線製品

（広州）有限公司
138　借入債務

　計 138 －
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（損益計算書関係）

項目 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

原価差額

※１

予定原価と実際原価の差額であります。 同左

他勘定振替高

※２

他勘定払出高

　仕掛品勘定　　　　 　　　784百万円

他勘定払出高

　仕掛品勘定　　　　　　　 365百万円

販売費及び一般管理費

※３

主要な費目 主要な費目

販売費に属する費用のおおよその割合は

　59％であり、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は41％であります。

販売費に属する費用のおおよその割合は

　64％であり、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は36％であります。

１．運搬費 529百万円

２．役員報酬 115百万円

３．給料手当 291百万円

４．福利厚生費 108百万円

５．賃借料 97百万円

６．研究開発費 106百万円

７．支払手数料 17百万円

８．賞与引当金繰入額 129百万円

９．退職給付引当金繰入額 66百万円

10．役員退職慰労引当金繰

入額

44百万円

11．減価償却費 29百万円

１．運搬費 580百万円

２．役員報酬 120百万円

３．給料手当 289百万円

４．福利厚生費 114百万円

５．賃借料 86百万円

６．研究開発費 101百万円

７．支払手数料 16百万円

８．賞与引当金繰入額 122百万円

９．退職給付引当金繰入額 89百万円

10．役員退職慰労引当金繰

入額

22百万円

11．減価償却費 34百万円

関係会社に係る項目

※４

関係会社からの仕入高 3,890百万円

関係会社からの受取賃貸料 139百万円

関係会社からの仕入高 3,448百万円

関係会社からの受取賃貸料 144百万円

関係会社からの受取配当金 701百万円

固定資産除却損

※５

建物除却損 0百万円

機械及び装置除却損 2百万円

その他 0百万円

　　合計 3百万円

構築物除却損 1百万円

機械及び装置除却損 19百万円

その他 1百万円

　　合計 21百万円

固定資産売却損

※６

　 建物売却損 39百万円

土地売却損 39百万円

その他 0百万円

　　合計 79百万円

研究開発費

※７

　当期製品製造原価及び販売費及び一般管

理費に含まれる研究開発費    129百万円

　当期製品製造原価及び販売費及び一般管

理費に含まれる研究開発費  　132百万円

たな卸資産評価減

※８

　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価

切下後の金額（洗替法による戻入額相殺

後）であり、次のたな卸資産評価戻入額が

売上原価に含まれております。

41百万円

　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価

切下後の金額（洗替法による戻入額相殺

後）であり、次のたな卸資産評価損が売上

原価に含まれております。

40百万円
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項目 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

減損損失　

※９　

　

　

　当事業年度において、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。

場所　 用途 種類

千葉県習志野市

　
　遊休資産　

建物及び構築物

　

新潟県湯沢町　 　遊休資産　 建物及び土地　

　当社は、原則として、遊休資産については

個別資産ごとにグルーピングを行っており

ます。

　当事業年度において、事業の用に供してい

ない遊休資産のうち、時価が著しく下落し

た資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（29百

万円）として特別損失に計上しました。そ

の内訳は、建物及び構築物26百万円及び土

地３百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正

味売却価額により測定しております

災害による損失

※10　

　 　平成23年３月11日に発生した東日本大震

災に伴う棚卸資産の滅失や復旧費用であり

ます。

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自  平成21年４月１日　至  平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 748 3 － 751

合計 748 3 － 751

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は単元未満株式の買取りによる増３千株であります。

 

当事業年度（自  平成22年４月１日　至  平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 751 2 － 753

合計 751 2 － 753

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は単元未満株式の買取りによる増２千株であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 １.ファイナンスリース取引（借主側） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

（ア）有形固定資産　

　　　該当事項はありません。

 １.ファイナンスリース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

（ア）有形固定資産　

同左

（イ）無形固定資産

　　　該当事項はありません。

（イ）無形固定資産

同左

②リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記

載のとおりであります。

②リース資産の減価償却の方法

同左

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりです。

同左

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　　　額及び期末残高相当額

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　　　額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装
置

29 29 －

工具器具及
び備品

76 49 26

ソフトウエ
ア

64 33 31

合計 170 112 57

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具及
び備品

56 42 14

ソフトウエ
ア

64 46 18

合計 121 88 32

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額

１年内 25百万円

１年超 34百万円

合計 60百万円

　

１年内 24百万円

１年超 9百万円

合計 34百万円
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前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（３）支払リース料、減価償却費相当額及　

　　　び支払利息相当額

（３）支払リース料、減価償却費相当額及

　　　び支払利息相当額

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 30百万円

支払利息相当額 2百万円

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 25百万円

支払利息相当額 1百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。

同左

（５）利息相当額の算定方法 （５）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年内 53百万円

１年超 22百万円

合計 75百万円

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年内 22百万円

１年超 －百万円

合計 22百万円

 

（有価証券関係）

　前事業年度（平成22年３月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式8,573百万円、関連会社株式60百万円）は、市

　場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

　当事業年度（平成23年３月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式9,168百万円、関連会社株式60百万円）は、市

　場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

  (百万円) 

　繰延税金資産      

　退職給付引当金  509

　賞与引当金繰入額  109

　役員退職慰労引当金繰入額  46

　　貸倒引当金損金算入限度超過額

　　棚卸資産評価減

　　繰越欠損金

　　その他

　 4　

120　

141　

39　　

　繰延税金資産小計  968

　評価性引当額  △50

　繰延税金資産合計  918

　繰延税金負債   

　その他有価証券評価差額  △37

　繰延税金負債合計  △37

　繰延税金資産の純額  880

  (百万円) 

　繰延税金資産      

　退職給付引当金  426

　賞与引当金繰入額  126

　役員退職慰労引当金繰入額  54

　　貸倒引当金損金算入限度超過

　　棚卸資産評価減

　　有価証券評価損

　　ゴルフ会員権評価損

　　その他

　 －　

158　

80　

22　

75　　

　繰延税金資産小計  944

　評価性引当額  △136

　繰延税金資産合計  808

　繰延税金負債   

　その他有価証券評価差額  44

　繰延税金負債合計  44

　繰延税金資産の純額  763

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　（％）

　法定実効税率　　　　　　　                   40.4

　（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目

　受取配当等永久に益金に算入されない項目

　住民税等均等割

　税効果のない申告調整項目

　その他　

　　

 3.6

 △3.5

 5.1 

4.1　

 △3.1　

　税効果会計適用後の法人税等の負担率　  46.6　　

　

　（％）

法定実効税率 40.4

　（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目

　受取配当等永久に益金に算入されない項目

　住民税等均等割

　評価性引当額の増減

　その他　

　　

 1.2

 △30.9

 1.3 

9.7　

 △0.7　

　税効果会計適用後の法人税等の負担率　  21.0　　

　

 

（企業結合等関係）

　前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

　

　当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　　連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

項目 
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額     　　177円 57銭     　　190円 91銭

１株当たり当期純利益金額

　
　2円 45銭 　13円 15銭

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当期純利益（百万円） 117 702

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益

（百万円）
117 702

普通株式の期中平均株式数（千株） 48,175 53,412

 

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日） 

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日） 

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　  銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価

証券

その他有

価証券

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 500,000 192

㈱スパンクリートコーポレーション 608,000 158

日本発条㈱ 113,000 93

㈱ピー・エス三菱 194,100 69

中央発條㈱ 211,500 69

㈱富士ピー・エス 423,000 63

㈱ショーワ 102,354 62

極東鋼弦コンクリート振興㈱ 300 26

知多鋼業㈱ 51,500 24

㈱パイオラックス 9,300 18

㈱みずほフィナンシャルグループ 120,000 16

ステラ㈱ 4,400 15

村田発條㈱ 310,000 15

日鐵商事㈱ 44,000 11

コーアツ工業㈱ 76,247 10

第一生命保険㈱ 83 10

文化シヤッター㈱ 36,467 9

豊田通商㈱ 6,000 8

その他３銘柄　 41,200 7

合計 2,851,451 883
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 5,282 54
122

(23)　
5,214 3,291 136 1,922

構築物 992 4
18

(2)　
978 768 33 209

機械及び装置 14,697 345 114 14,928 12,914 531 2,014

車両運搬具 23 3 0 26 22 2 3

工具、器具及び備品 746 4 46 703 637 35 66

土地 1,957 －
47

(3)　
1,910 － － 1,910

建設仮勘定 7 444 436 15 － － 15

有形固定資産計 23,707 855
787

(29)　
23,776 17,634 739 6,141

無形固定資産        

ソフトウエア 392 3 － 395 347 24 48

施設利用権 4 － － 4 － － 4

建設仮勘定 － 23 3 20 － － 20

無形固定資産計 397 26 3 421 347 24 73

長期前払費用 15 － － 15 9 3 6

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．機械及び装置の増加のうち主なものは、軟質ステンレス極細線増産のための設備増強であります。　　

　　　　２. 「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 52 4 － 3 53

賞与引当金 270 591 549 － 312

役員退職慰労引当金 116 25 5 － 135

災害損失引当金 － 18 － － 18

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

（イ）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 4

預金  

当座預金 690

普通預金 21

郵便振替貯金 3

合計 720

（ロ）預け金　

相手先　 金額（百万円）

ニッテツ・ファイナンス㈱　 3,273　

合計　 3,273　

　

（ハ）受取手形

（ⅰ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

平野鋼線㈱ 466 大平電業㈱ 12

東郷産業㈱ 149 その他 102

京浜金属工業㈱ 14      

㈱ピーエス三菱 13 合計 758

（ⅱ）期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成23年４月 148

〃　５月 26

〃　６月 193

〃　７月 185

〃　８月 204

合計 758
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（ニ）売掛金

（ⅰ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

新日本製鐵㈱ 340 日鐵商事㈱ 163

中央発條㈱ 289 その他 832

平野鋼線㈱　 225 　 　

東郷産業㈱ 182 合計 2,034

（ⅱ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

2,708 19,687 20,361 2,034 90.92 43.96

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

（ホ）商品及び製品

品目 金額（百万円）

ピアノ線 348

鋼線 914

その他製品 132

合計 1,395

（ヘ）仕掛品

品目 金額（百万円）

ピアノ線 341

鋼線 537

その他鋼線 136

合計 1,015
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（ト)原材料及び貯蔵品 

区分 金額（百万円）

原材料　

ピアノ線材

 

50　

鋼線線材 245

その他線材 131

小計 428

貯蔵品　

非鉄金属他副資材

 

114　

修繕用設備部品 18

その他貯蔵品 22

小計 155

合計 584

　

（チ）短期貸付金

相手先　 金額（百万円）　

Suzuki Garphyttan AB　 　1,334

㈱ムロランスズキ　 250

その他　 　5

合計　 　1,589

　

②　固定資産

 　　　　関係会社株式

区分 金額（百万円）

　 Suzuki Garphyttan AB 7,626

 　Thai Special Wire Co.,Ltd. 720

　 鈴木住電ステンレス㈱ 594

 　その他 289

 合計 9,229

③　流動負債

(イ）支払手形

　当事業年度については、該当事項はありません。

 

　　　　(ロ）買掛金

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

三井物産スチール㈱ 1,854㈱飯田運送 111

㈱メタルワン 1,234その他 785

日鐵商事㈱ 413      

㈱ムロランスズキ 133 合計 4,533
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(ハ）短期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 1,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 790

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 115

住友信託銀行㈱ 230

㈱千葉興業銀行 500

㈱千葉銀行 200

中央三井信託銀行㈱　 100

シンジケート団（㈱みずほコーポレート銀行他５行）　 2,100

合計 5,035

　

(ニ）１年以内返済長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 115

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 307

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 80

住友信託銀行㈱ 86

㈱商工組合中央金庫 94

㈱日本政策金融公庫 400

シンジケート団（㈱みずほコーポレート銀行他３行） 400

合計 1,482

(ホ)預り金　

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

西日本ステンレス㈱ 500 鈴木住電ステンレス㈱ 257

フォレスト・コーポレーション 361 その他 202

㈱ＳＫＫテクノロジー 351      

㈱ムロランスズキ 98 合計 1,772
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④　固定負債　

(イ）長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 525

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 275

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 120

住友信託銀行㈱ 120

㈱商工組合中央金庫 259

㈱日本政策金融公庫 1,200

シンジケート団（㈱みずほコーポレート銀行他３行） 1,200

合計 3,700

(ロ）退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 2,489

未認識数理計算上の差異 △603

年金資産 △804

合計 1,081

　

（３）【その他】

　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

 

 

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人

 

 

（特別口座） 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 ────────

買取手数料 １単元の売買委託手数料額を買取単位未満株式数で按分した額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞に掲載

株主に対する特典 なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　　 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

   １　有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　　　 事業年度（第109期）（自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日）平成22年６月25日関東財務局長に提出。　　　　　　

　　　　 

   ２　内部統制報告書及びその添付書類

　 平成22年６月25日関東財務局長に提出　

   ３　四半期報告書及び確認書

　     （第110期第１四半期）（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）平成22年８月６日関東財務局長に提出。

　　   （第110期第２四半期）（自 平成22年７月１日　至 平成22年９月30日）平成22年11月12日関東財務局長に提出。

　　   （第110期第３四半期）（自 平成22年10月１日　至 平成22年12月31日）平成23年２月10日関東財務局長に提出。

   ４　臨時報告書

　　   平成22年５月21日関東財務局長に提出

　　   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査証明を行う監査法人の異動）の規定に基づく

　　　 臨時報告書であります。　

   ５　臨時報告書

　　   平成22年６月29日関東財務局長に提出

　　   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

       づく臨時報告書であります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成22年６月25日

鈴木金属工業株式会社    

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 田中　文康　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 高橋　幸毅　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
鈴木金属工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を
行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表
明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鈴木金属
工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、鈴木金属工業株式会社の平成22年
３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を
作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。
また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、鈴木金属工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の
内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報
告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が
別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成23年６月28日

鈴木金属工業株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 栁澤　秀樹　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 俵　　洋志　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
鈴木金属工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明
細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸
表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鈴木金属
工業株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、鈴木金属工業株式会社の平成23年
３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を
作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。
また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、鈴木金属工業株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の
内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報
告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が
別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成22年６月25日

鈴木金属工業株式会社    

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 田中　文康　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 高橋　幸毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

鈴木金属工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第109期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鈴木金属工業

株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成23年６月28日

鈴木金属工業株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 栁澤　秀樹　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 俵　　洋志　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

鈴木金属工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第110期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鈴木金属工業

株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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